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株主の皆様へ

目　　　次 

平素は、当社の事業運営に格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。 

当社は、平成１７年４月２５日、１０６名のお客様の尊い命を奪い、５００名を超える

お客様を負傷させるという、極めて重大な事故を惹き起こしました。 

ここに改めましてお亡くなりになられた方々のご冥福をお祈り申しあげますととも

に、ご遺族の皆様には衷心よりお詫び申しあげます。また、お怪我をされた皆様

には深くお詫び申しあげますとともに、一日も早いご快癒をお祈り申しあげます。 

お客様や株主の皆様並びに地元にお住まいの方々に対しまして、多大なる

ご心労、ご迷惑をおかけいたしましたことを深くお詫び申しあげます。 

また、３月に発生した東日本大震災でお亡くなりになられた方々のご冥福を

お祈り申しあげますとともに、被災された方々に心よりお見舞い申しあげます。 

この度の大震災は、被災地はもとより、我が国全体に重大な影響をもたらして

おり、当社においても、一部の車両保守部品の不足により列車の運休を余儀なく

されるなど、ご利用のお客様に大変なご迷惑をおかけいたしましたことをお詫び

申しあげます。今後も、できる限りお客様にご不便をおかけしないよう取り組むと

ともに、当社のリスク管理のあり方を再確認し、甚大な地震及び津波に対する

安全対策等について、幅広い見地から着実に進めてまいります。 

当社グループは、昨年１０月に「ＪＲ西日本グループ中期経営計画２００８－２０１２

見直し」を発表し、「被害に遭われた方々に誠心誠意と受け止めていただける

ような取り組み」、「安全性向上に向けた取り組み」、「変革の推進」の「経営の

３本柱」を不変としつつ、事業活動を通じて西日本地域の活性化に貢献する

ことを当社グループのミッションとして定めるとともに、「地域との共生」、「技術に

よる変革」、「現場起点の考動」の新たな３つの戦略を掲げることにより、経営

の方向性の具体化を図りました。 

今回の未曾有の大震災の影響など、今後も極めて厳しい経営環境が続くと

予想されますが、安全性向上の取り組みを行うことを前提として、２大プロジェクト

である「九州新幹線全線開業・相互直通運転開始」及び「大阪ステーションシティ

開業」の効果の最大化等の重点戦略を全力で推進し、収益の確保と経営体質

の強化に取り組んでまいりますので、株主の皆様におかれましては、ご理解と

一層のご支援を賜りますようお願い申しあげます。 

　平成２３年６月 

代表取締役社長 
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〈株主総会招集通知添付書類〉 

１．企業集団の現況に関する事項

（１）事業の経過及び成果　
①全般の状況
当社は、平成１７年４月２５日、福知山線塚口・尼崎間において、１０６名のお客様の尊い命を奪い、５００名を超えるお客

様を負傷させるという、極めて重大な事故を惹き起こしました。当社としては、これまでの間、「被害に遭われた方々に誠心

誠意と受け止めていただけるような取り組み」、「安全性向上に向けた取り組み」、「変革の推進」を「経営の３本柱」と定

め、全力で取り組んでまいりました。また、平成１９年６月に公表された航空・鉄道事故調査委員会の福知山線列車事故

に係る鉄道事故調査報告書を厳粛に受け止め、「建議」「所見」をはじめとする様々なご指摘に対して真摯に、かつ速や

かに対処すべく、改善に取り組んでまいりました。 

また、平成２１年９月に判明した、福知山線列車事故に関する航空・鉄道事故調査委員会の調査の過程で発生した

コンプライアンス上の重大な問題を踏まえ再発防止に取り組むとともに、企業再生に向けてこれまでの「経営の３本柱」の取

り組みに一層努めてまいりました。 

昨年１０月には、当社がかつてない厳しい状況に直面していることに加えて、平成２０年秋以降の急激な景気悪化を踏ま

え、「ＪＲ西日本グループ中期経営計画２００８－２０１２見直し」を策定・公表し、より長期的な持続可能性に経営の力点を置

きつつ、改めて中長期的な経営の方向性の明確化と具体化を図ることとしました。 

当事業年度については、「福知山線列車事故追悼慰霊式」やご被害者への「ご説明会」を開催するとともに、引き続き

誠心誠意と受け止めていただけるよう、被害に遭われた方々への対応を精一杯行ってまいりました。また、この事故を踏ま

えて設立した公益財団法人「ＪＲ西日本あんしん社会財団」を通じて、「安全で安心できる社会づくり」に寄与する取り組み

を実施してまいりました。 

さらに、平成１８年３月に制定した「企業理念」及び「安全憲章」のもと、「安全を最優先する企業風土」を構築し、更な

る安全性向上、お客様からの信頼回復を図るべく「安全基本計画」の到達目標である「お客様の死傷事故ゼロ、社員の

重大労災ゼロへ向けた体制の構築」に向けて、リスクアセスメントに基づく安全マネジメントの確立等に取り組んでまいりま

した。一方で、お客様の信頼を損ねる事象が発生していることから、その原因を究明し、課題に対する改善策の策定・推

進を行ってまいりました。 

また、変革の推進については、「安全性向上」と両輪をなすものとの認識のもと、社外の有識者からなる「変革推進会議」

からいただいたご提言を踏まえ、意識面や業務運営全般にわたり、その取り組みを進めてまいりました。 

なお、平成２１年９月に判明したコンプライアンス上の重大な問題に対しては、再発防止及び企業再生に向けて、取締役

会の諮問機関である「企業倫理委員会」を定期的に開催するとともに、役員企業倫理研修や日常業務において判断に迷

う事例を用いた社員研修等、企業倫理の確立に向けた施策を推進してまいりました。また、平成２１年１２月に設置した「企

業再生推進本部」を中心に企業風土改革に向けた各種取り組みを実施し、昨年１２月に改善措置の実施状況について国

土交通大臣に報告するとともに、これまでの「変革」と「再生」の取り組みを継続・発展させていくために「考動推進室」を

設置しました。 

事 業 報 告
（平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日まで） 
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このほか、現場や地域に密着し、近畿エリア全体の施策展開、鉄道オペレーションを一体的に担う組織として、昨年

１２月に「近畿統括本部」を設置しました。 

当社の経営を取り巻く環境は、３月に発生した東日本大震災による重大な影響等、極めて厳しさを増している状況にあり

ます。このような状況の中、当社としては、中長期的な企業価値向上を目指し、基幹事業である鉄道事業において安全性

の向上に全力で取り組むとともに、その他のグループ事業を含め、各事業の特性を活かした様 な々施策の展開及び保有資

産の有効活用等、線区価値の向上を図るほか、旅行需要を喚起するための各種の営業施策を展開し、収益の確保に取

り組んでまいりました。 

なお、３月に発生した東日本大震災により、鉄道事業を中心として大きな影響を受けました。 

この結果、当事業年度の連結ベースの営業収益は、前事業年度比２．０％増の１兆２，１３５億円となりました。また、営業

利益は同２５．４％増の９５９億円、経常利益は同４３．３％増の６８９億円、法人税等を控除した当期純利益は同４０．７％増の

３４９億円となりました。 

②セグメント別の状況 
〈運輸業〉 

鉄道事業においては、鉄道事故調査報告書の「建議」「所見」をはじめとする様々なご指摘に対して、引き続き改善に

取り組んでまいりました。さらに、平成２０年４月に策定した「安全基本計画」のもと「お客様の死傷事故ゼロ、社員の重大

労災ゼロへ向けた体制の構築」へ向け、リスクアセスメントの取り組みを進め、安全性の向上を図っています。具体的には、

リスク情報の共有や効果的対策、リスクアセスメントの推奨的取り組みの水平展開などにより、この取り組みの充実を図って

います。また、引き続き役員等と現場社員が直接意見交換する場である「安全ミーティング」の開催等の取り組みを進めて

まいりました。設備面では、ＡＴＳ－Ｐ形の拡充をはじめ、踏切設備の保安度向上、高架橋柱の耐震補強工事等に取り組

んできたほか、３月よりＪＲ東西線北新地駅において可動式ホーム柵の使用を開始しました。さらに、事故の重大性を将来

にわたって重く受け止め、事故の教訓を体系的に学ぶために設置した「鉄道安全考動館」における研修をグループ会社の

社員も含めて進めてまいりました。このほか、事故発生時のお客様救護と対応能力向上を図るため、各種訓練を実施しま

した。 

次に、輸送面については、３月にダイヤ改正を実施し、新幹線において、九州新幹線全線開業に伴う山陽・九州新幹線

直通列車「みずほ」「さくら」の運転を開始するとともに、在来線においても、アーバンネットワーク（京阪神近郊区間）で大

阪駅へ直通運転する快速の増発や土休日の新快速１２両運転を実施しました。また、昨年１１月の特急「はまかぜ」、１２月

の京阪神エリアの近郊形電車に続き、安全性・快適性に配慮した新型車両を大阪・京都と近畿地方北部を結ぶ特急列車

に投入するなど利便性の向上を図りました。 

営業面については、山陽新幹線の運転本数、Ｎ７００系車両の快適性や「エクスプレス予約」、「ＥＸ－ＩＣサービス」など

の利便性及び価格優位性について引き続き積極的な情報発信を行い、ご利用促進に努めました。また、昨年５月に京阪

電車とのＩＣＯＣＡ連絡定期券のサービス、３月には「ＩＣＯＣＡ」とＪＲ九州の「ＳＵＧＯＣＡ」による相互利用サービスや新たな

インターネット列車予約サービス「ｅ５４８９」を開始し、鉄道の利便性向上を図りました。さらに、３月の九州新幹線全線開業

並びに山陽・九州新幹線相互直通運転の開始に向けて、相互直通車両の試乗会や地元自治体と共同の観光キャラバン
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等を実施するとともに、ＪＲ６社で連携した「ＴＨＥ 新幹線」キャンペーンを展開し、新幹線のＰＲを図りました。このほか、

地域や旅行会社、ＪＲ他社と連携した「奈良デスティネーションキャンペーン」、「ＪａｐａｎｅｓｅＢｅａｕｔｙ Ｈｏｋｕｒｉｋｕキャン

ペーン」、「くまもとサプライズザンス観光キャンペーン」等各種キャンペーンの展開により旅行需要の喚起に取り組みました。 

お客様に対するサービス面については、鉄道を安全で快適にご利用いただくためのご案内を、駅や車内のディスプレイ

を活用した動画により行ったほか、痴漢防止のための啓発活動を行うなど一層の充実を図りました。 

なお、大阪駅改良については、４月の橋上駅舎完成に向けて、昨年１１月から一部を乗換通路として使用開始しました。 

また、２月には滋賀県と「包括的連携協定」を締結し、駅を核としたまちづくりなど「地域との共生」の実現に向けた取り

組みを推進しました。 

地球環境問題については、社員一人ひとりが自ら考え、日常の生活や職場での業務を見直す「考動エコ」に取り組むと

ともに、「エコライフポイント」サービスなど、お客様参加型の取り組みをグループ会社と一体となり継続しました。 

バス事業については、ダイヤ改正や弾力的な価格設定等の実施により、お客様の利便性向上に努めました。 

船舶事業（宮島航路）については、開業１周年記念イベントの実施、旅行会社への営業活動等、収入の確保に取り組

みました。 

この結果、運輸業の営業収益は前事業年度比１．１％増の８，０６４億円、営業利益は同３５．３％増の６１１億円となりました。 

〈流通業〉 

大阪駅新北ビル「ノースゲートビルディング」における百貨店「ＪＲ大阪三越伊勢丹」については、事業主体である㈱ジェイ

アール西日本伊勢丹において、５月の開業に向けた準備を進めてまいりました。また、大阪駅改良や博多駅改良に伴い物

販・飲食店を開業したほか、灘駅構内において小型コンビニエンスストア「デイリーイン」、カフェ＆ベーカリー「サード」等を

一体的に開発し、開業するなど、駅の魅力向上に向けた取り組みを推進しました。 

しかしながら、卸売業の減収などにより、流通業の営業収益は前事業年度比０．３％減の２，０１３億円、一方、人件費の減

などがあったことにより営業利益は同１３．０％増の３５億円となりました。 

〈不動産業〉 

飲食店舗を中心とした「ＪＲ王寺駅ＮＫビル」やクリニックビル「ＪＲ玉造駅ＮＫビル」を開業したほか、奈良駅高架下に商

業施設「ビエラ奈良」、姫路駅高架下に「プリエごちそう館」「プリエおみやげ館」、金沢駅に新たなファッションゾーン金沢

百番街「Ｒｉｎｔｏ」を開業するなど、駅及び周辺の開発を推進しました。また、大阪駅開発プロジェクトについては、５月の「大

阪ステーションシティ」グランドオープンに向けて、３月に「サウスゲートビルディング」が開業し、「ノースゲートビルディング」に

おいても専門店ゾーン「ルクア」の開業準備等に取り組みました。さらに、大阪駅周辺地区全体の活性化を図るため、エリ

アマネジメント活動を周辺事業者と連携して推進しました。このほか、社宅跡地等におけるマンション分譲を推進しました。

なお、広島エリアにおいてショッピングセンターの運営等を行う連結子会社２社については、競争力及び総合力の一層の

強化を目指し、昨年４月に合併しました。 

この結果、不動産業の営業収益は前事業年度比６．８％増の７５７億円、営業利益は同１．２％減の２２２億円となりました。 

〈その他〉 

ホテル業については、料飲施設のリニューアル、各種イベントの実施等による販売拡大に取り組みました。旅行業について
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は、インターネット販売における商品の充実、利便性の向上を図るとともに、鉄道利用商品の拡充などによる販売拡大に取

り組みました。「Ｊ－ＷＥＳＴカード」については、「ＯＳＡＫＡ ＳＴＡＴＩＯＮ ＣＩＴＹＪ－ＷＥＳＴカード」の会員募集を開始し、

会員数の拡大に努めました。また、「ＩＣＯＣＡ電子マネー」については、ＪＲ九州の「ＳＵＧＯＣＡ」との相互利用を開始し

たほか、大手コンビニエンスストアやイベント・観光施設の入場券等、市中においてご利用いただける機会の拡大に取り組

みました。 

この結果、その他の営業収益は前事業年度比８．６％増の１，２９９億円、営業利益は同４３．８％増の９６億円となりました。 

（２）設備投資の状況 
当事業年度は、ＡＴＳ－Ｐ整備区間の拡大など、安全性の向上に資する設備投資を重点的に実施するとともに、サービス

及び収益性の向上、輸送基盤の整備等に資する投資を実施しました。 

当事業年度中の設備投資総額は、２，８２７億円であります。 

ア．当事業年度中に完成した工事のうち、主なものは次のとおりであります。 

・ＪＲ宝塚・ＪＲ東西・学研都市線運行管理システム導入工事 
・九州新幹線全線開業に伴う設備改良工事 
・車両新造工事（新幹線９６両、在来線２４３両） 
 イ．当事業年度末現在施工中の工事のうち、主なものは次のとおりであります。 

・ＡＴＳ－Ｐ整備区間の拡大工事 
・大阪駅開発プロジェクト関連工事 
・新大阪駅コンコース等改良工事 
・車両新造工事（新幹線８０両、在来線１８３両） 

（３）資金調達の状況
当事業年度は、債務償還及び設備投資の資金に充当するため、国内普通社債により６００億円、長期借入金により６７１

億円を調達しました。 

（４）対処すべき課題 
３月に発生した東日本大震災は、被災地はもとより、我が国全体に重大な影響をもたらしており、当社としては、震災の

復旧・復興に向けた支援に取り組む一方、一部の車両保守部品の不足により列車の運転本数や編成両数の削減を余儀

なくされるなど、ご利用のお客様に大変なご迷惑をおかけいたしました。今後も、できる限りお客様にご不便をおかけしない

よう取り組むとともに、当社のリスク管理のあり方を再確認し、甚大な地震及び津波に対する安全対策等について、幅広い

見地から着実に進めてまいります。 

当社グループは、昨年１０月に、「ＪＲ西日本グループ中期経営計画２００８－２０１２見直し」を策定・公表いたしました。

その中では、事業活動を通じて西日本地域の活性化に貢献することを当社グループのミッションとして定めるとともに、従来

からの「経営の３本柱」を不変とした上で、「地域との共生」、「技術による変革」、「現場起点の考動」の新たな３つの戦

略を掲げることにより、経営の方向性の具体化を図りました。また、長期的視点からステークホルダーとの調和を図ることに
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より価値の好循環を生み出し、全体としての価値拡大（プラスサムの価値実現）を図ることで、その成果を株主をはじめと

するステークホルダーの皆様と共有することを目指してまいります。 

最重要課題である福知山線列車事故のご遺族の皆様をはじめ被害に遭われた方々への対応につきましては、真摯に向

き合い、ご意見やご要望に丁寧に対応するとともに、誠心誠意と受け止めていただけるよう努めてまいります。 

安全性向上に向けた取り組みについては、より高い安全レベルの構築による安心の追求に向けて、「お客様の死傷事

故ゼロ、社員の重大労災ゼロへ向けた体制の構築」を到達目標とする「安全基本計画」の完遂に向けた取り組みを推進

するとともに、「鉄道安全管理規程」に基づき、安全管理体制の一層の充実を図ってまいります。 

具体的には、「安全基本計画」の到達目標達成に向け、その到達レベルを確認・共有化するとともに、優先すべきリスク

や残留リスクの明確化を図るなど、リスクアセスメントの取り組みを充実させ、新たな事故防止対策を推進してまいります。

また、福知山線列車事故を決して忘れないための取り組みや、「鉄道安全考動館」におけるグループ会社の社員も含めた

研修の実施等、事故から学ぶ教育の効果向上を引き続き図ってまいります。さらに、コミュニケーションの改善や連携強化、

人材の確保と育成など安全基盤の形成を図るとともに、ＡＴＳの整備や踏切事故防止対策、ホーム安全対策などに取り組

むほか、日常的な輸送障害の低減に向けた対策を推進し、より質の高い安全・安定輸送を確保してまいります。加えて、

豪雪への対策として、情報連絡や運行管理等の体制を整備してまいります。 

変革の推進については、すべての職場の一人ひとりの社員が主役となった、「現場起点の考動」の定着に向けた取り組

みを推進してまいります。 

鉄道事業については、３月の九州新幹線全線開業を踏まえ、山陽・九州新幹線相互直通運転等の利便性の高いダイヤ

の設定やインターネット列車予約サービス「ｅ５４８９」など、質の高いサービスの提供や確実な告知により新幹線の競争力強

化に努めるとともに、地域との協働や地域間交流の促進、訪日外国人旅行者を含めた観光需要の創出や情報インフラ整

備の推進等に取り組んでまいります。また、交通系ＩＣカードについて、私鉄とのＩＣカード連携拡大や全国の相互利用サー

ビスの実現に向けた諸課題の整理を進めるほか、「お客様の声」を経営施策に反映させる取り組みを強化するとともに、

社員のＣＳマインド醸成、フロントサービスのレベルアップや地方自治体等のご協力をいただきながら駅のバリアフリー設備の

整備を進めるなど、ＣＳの向上を図ってまいります。 

流通業、不動産業については、鉄道部門と一体となって行政・地元と連携しながら、資産効率最大化、駅及び周辺ポ

テンシャル向上及び駅間の活性化の観点に基づき、「駅及び街の機能を充実させ、使い勝手が良く、住みたくなる線区」

の創造を目指し、線区価値の向上を推進してまいります。また、５月の「大阪ステーションシティ開業」を安全かつ円滑に推進

し、確実に成果に結びつけるほか、大阪駅周辺地区のエリアマネジメントを推進してまいります。さらに、「Ｊ―ＷＥＳＴ

カード」会員の拡大や「ＩＣＯＣＡ電子マネー」をご利用いただける店舗の拡大など、鉄道でのご利用とあわせた利便性の

向上を進めてまいります。 

ＣＳＲ（企業の社会的責任）・コンプライアンスの推進にあたっては、社員一人ひとりの考動の積み重ねにより、社会に対

して約束した「企業理念」の実現を目指すとともに、取締役会の諮問機関である「企業倫理委員会」での審議等を踏まえ、

経営基盤・企業倫理の確立に向けた取り組みを一層強化してまいります。地球環境問題については、引き続き、ＣＯ２削減

に向け積極的に取り組むとともに、「考動エコ」の取り組みをＪＲ西日本グループ全体で推進してまいります。そのほか、
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福知山線列車事故を踏まえ設立した公益財団法人「ＪＲ西日本あんしん社会財団」では、事故・災害等による心身のケア

や地域社会の安全構築に関する活動・研究への支援助成及び普及啓発などの活動を通じて、持続的・安定的に社会に

お役に立つ取り組みを行ってまいります。 

当社を取り巻く経営環境は、３月に発生した東日本大震災による重大な影響等、極めて厳しい状況が続くものと見込ま

れます。このような状況に対して、当社としては、より長期的な持続可能性に経営の力点を置くとともに、２大プロジェクトで

ある「九州新幹線全線開業・相互直通運転開始」及び「大阪ステーションシティ開業」の効果の最大化等に、グループを挙

げて全力で取り組んでまいります。 

株主の皆様におかれましては、何卒ご理解とご支援を賜りますようお願い申しあげます。 

 

区       分 

 

第２１期
（平成１９年度） 

１２，９０１ 

　１，０８８ 

　　　５７７ 

２８，９５４ 

２４，６２８ 

　６，７０８ 

第２２期
（平成２０年度） 

１２，７５３ 

９４８ 

５４５ 

２７，７２９ 

２４，６１８ 

６，８９６ 

第２３期
（平成２1年度） 

１１，９０１ 

４８１ 

２４８ 

１２，８３７ 

２５，４６３ 

７，０２１ 

第２４期（当事業年度）
（平成２２年度） 

１２，１３５ 

６８９ 

３４９ 

１８，０６６ 

２６，７２４ 

７，２１２ 

会　社　名 

（注）（   ）内の数字は、当社の子会社の持株数を含めた持株比率であります。 
 

株 式 会 社ジェイアー ル 西日本ホテル 開 発  

株 式 会 社 ジ ェ イ ア ー ル 西 日 本 伊 勢 丹  

京 都 駅 ビ ル 開 発 株 式 会 社  

大 阪 タ ー ミ ナ ル ビ ル 株 式 会 社  

株 式 会 社 日 本 旅 行  

中 国 ジ ェ イ ア ー ル バ ス 株 式 会 社  

株式会社ジェイアール西日本デイリーサービスネット 

西 日 本 ジ ェ イ ア ー ル バ ス 株 式 会 社  

ジェイアー ル 西日本 不 動 産 開 発 株 式 会 社  

ジ ェ イ ア ー ル 西 日 本 商 事 株 式 会 社  

株式会社ジェイアール西日本コミュニケーションズ 

西 日 本 電 気 シ ス テ ム 株 式 会 社  

ホ テ ル 業  

百 貨 店 業  

不 動 産 賃 貸 業  

不 動 産 賃 貸 業  

旅 行 業  

旅客自動車運送事業 

日用品雑貨等小売業 

旅客自動車運送事業 

不 動 産 賃 貸 業  

各 種 物 品 等 卸 売 業  

広 告 業  

電 気 工 事 業  

１８，０００ 

１２，０００ 

６，０００ 

５，５００ 

４，０００ 

２，８４０ 

２，３００ 

２，１１０ 

６２０ 

２００ 

２００ 

８１ 

１００．０ 

６０．０ 

  ６１．４  （６１．９） 

７３．８ 

７９．８ 

１００．０ 

１００．０ 

１００．０ 

１００．０ 

７９．８（１００．０） 

６５．０（１００．０） 

５１．５ 

資本金（百万円） 当社の持株比率（％） 主要な事業内容  

（６）重要な子会社等の状況（平成２３年３月３１日現在）
①重要な子会社の状況

（５）直前３事業年度の財産及び損益の状況　

営 業 収 益（億円） 

経 常 利 益（億円） 

当 期 純 利 益（億円） 

１株当たり当期純利益（円） 

総 資 産（億円） 

純 資 産（億円） 
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（注）（   ）内の数字は、当社の子会社の持株数を含めた持株比率であります。 

会　社　名 

関 西 高 速 鉄 道 株 式 会 社  

大 阪 外 環 状 鉄 道 株 式 会 社  

大 鉄 工 業 株 式 会 社  

広 成 建 設 株 式 会 社  

鉄 道 事 業  

鉄 道 事 業  

建 設 事 業  

建 設 事 業  

７５，２８０ 

１４，４６９ 

１，２３２ 

７８０ 

２３．９  （２４．１） 

２１．４  （２２．２） 

３６．９ 

２０．３ 

資本金（百万円） 当社の持株比率（％） 主要な事業内容  

②重要な関連会社の状況

事 業 所 
在来線（㎞） 合　計（㎞） 

駅　数 
（駅） 

車両数 
（両） 新幹線（㎞） 

キ ロ 程 

新幹線管理本部 

金 沢 支 社   

近畿統括本部  

和 歌 山 支 社  

福 知 山 支 社  

岡 山 支 社  

米 子 支 社  

広 島 支 社  

合 　 計  

６４４．０ 

―     

―   

―   

―   

―   

―   

―   

６４４．０ 

３ 

１６４ 　 

３３３ 

８６ 

７１ 

１５４ 

１５４ 

２５７ 

１，２２２ 

９９７ 

５８１  

３，７５１ 

０ 

１７９ 

３７６ 

２４３ 

５９５ 

６，７２２ 

８．５ 

（２８．０） 
６３７．０ 

９４３．０ 

２８２．５ 

３３１．７ 

６０１．０ 

６０５．７ 

９５９．３ 

（２８．０） 
４，３６８．７ 

６５２．５ 

（２８．０） 
６３７．０ 

９４３．０ 

２８２．５ 

３３１．７ 

６０１．０ 

６０５．７ 

９５９．３ 

（２８．０） 
５，０１２．７ 

（注）１．平成２２年１２月１日に近畿統括本部を設置しております。 
２．新幹線管理本部に、福岡支社を設置しております。また、近畿統括本
部に、京都・大阪・神戸各支社を設置しております。 
３．（　）内の数字は、第三種鉄道事業（七尾線［和倉温泉・穴水間］）の別掲
であります。また、近畿統括本部の在来線欄には、第二種鉄道事業２８．６㎞
（関西空港線［りんくうタウン・関西空港間］、ＪＲ東西線［京橋・尼崎間］
及びおおさか東線［放出・久宝寺間］）を含んでおり、それ以外は第一種
鉄道事業のキロ程であります。 
第一種鉄道事業…自らの鉄道線路により運送を行う事業 
第二種鉄道事業…他の鉄道線路を借り受けて運送を行う事業 
第三種鉄道事業…鉄道線路を保有し、第二種鉄道事業者の運送の用に供する事業 

（７）主要な事業内容及び事業所（平成２３年３月３１日現在）

当社グループが営んでいる主要な事業内容及び事業所は、次のとおりであります。 

①運輸業
鉄道事業のほかに、旅客自動車運送事業等を営んで

おります。  

・当社（大阪市 北区） 

・中国ジェイアールバス㈱（広島市 南区） 

・西日本ジェイアールバス㈱（大阪市 此花区） 

なお、鉄道事業の概況は、以下のとおりであります。 

②流通業
京都駅ビルにおける百貨店業や、主要駅における物販・

飲食業等を営んでおります。 

・㈱ジェイアール西日本伊勢丹（京都市 下京区） 

・㈱ジェイアール西日本デイリーサービスネット 
（兵庫県 尼崎市） 

・ジェイアール西日本商事㈱（大阪府 吹田市） 

③不動産業
保有不動産を活用した不動産販売・賃貸業や、ショッ

ピングセンター運営業を営んでおります。 

・京都駅ビル開発㈱（京都市 下京区） 

・大阪ターミナルビル㈱（大阪市 北区） 

・ジェイアール西日本不動産開発㈱（兵庫県 尼崎市） 

④その他
保有資産を活用したホテル業や広告業、鉄道事業と

相乗効果の高い旅行業、各種工事業等を営んでおります。 

・㈱ジェイアール西日本ホテル開発（京都市 下京区） 

・㈱日本旅行（東京都 港区） 

・㈱ジェイアール西日本コミュニケーションズ 
（大阪市 北区） 

・西日本電気システム㈱（大阪市 淀川区） 
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（注）「個人その他」には、自己株式６２，６５３株を含んで
おります。 

（注）使用人数は、就業人員数を記載しております。 
 

（１）発行可能株式総数　　　

（２）発行済株式の総数　　

（３）株主数

（４）大株主（上位１０名）　　　　　　　　　　　　　

８,０００,０００株 

２,０００,０００株 

１６６，５０７名 

５．５３ 

５．３９ 

３．３３ 

３．３０ 

３．２５ 

２．３７ 

２．０６ 

１．８３ 

１．８３ 

１．６５ 

１０７，０５０ 

１０４，４８３ 

６４，５００ 

６４，０００ 

６３，０００ 

４５，８９２ 

４０，０００ 

３５，４６４ 

３５，３６３ 

３２，０００ 

株　　主　　名 持株数 
（株） 

持株比率 
（％） 

個人その他 
１６４，８９５名 
９９．０３％ 

 

その他の法人 
９５４名　０.５７％ 

金融機関 
１４８名　０．０９％ 

外国法人等 
４８０名　０.２９％ 

証券会社 
３０名　０.０２％ 

その他の法人 
１１７，６８６株　５．８８％ 
 

金融機関 
８４６，０９１株 
４２．３１％ 

 外国法人等 
５２３，３８８株 
２６．１７％ 

証券会社  
１９，４３４株　０．９７％ 

 

（注）持株比率の算定にあたっては、発行済株式の総数から自己株式６２，６５３株を除いております。 

セグメントの名称 

運 輸 業  

流 通 業  

不 動 産 業  

そ の 他  

合 計  

使用人数（前事業年度末比増減） 

２７，６７５名（ ２３７名増） 

  ２，４７５名（   １９名増） 

      ８７６名（   ２２名増） 

 １４，６７７名（ ６７９名減） 

４５，７０３名（ ４０１名減） 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 

株 式 会 社 み ず ほ コ ー ポ レ ー ト 銀 行  

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行  

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行  

Ｊ Ｒ 西 日 本 社 員 持 株 会  

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社  

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９） 

ＳＳＢＴＯＤ０５ＯＭＮＩＢＵＳＡＣＣＯＵＮＴ－ＴＲＥＡＴＹＣＬＩＥＮＴＳ 

住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社  

借　　入　　先 

株式会社日本政策投資銀行  

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社  

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行  

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行  

株式会社みずほコーポレート銀行 

農 林 中 央 金 庫  

住 友 生 命 保 険 相 互 会 社  

住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社  

株 式 会 社 り そ な 銀 行  

兵 庫 県  

借入金残高（億円） 

　７１１ 

３４５ 

３１８ 

２８８ 

２４３ 

２００ 

１３０ 

１１５ 

１０１ 

９９ 

（注）発行済株式の総数には、自己株式６２，６５３株を含んでおります。 

個人その他 
４９３，４０１株 
２４．６７％ 

（８）使用人の状況　　　 　（平成２３年３月３１日現在）

２．株式に関する事項（平成２３年３月３１日現在） 

（９）主要な借入先（上位１０名）　　（平成２３年３月３１日現在） 

●所有株式数 

所有者別分布状況 
●株主数 
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（注）１．取締役会長倉内憲孝、取締役曾根悟、石川正、佐藤友美子及び村山裕三の５氏は、会社法第２条第１５号に定める社外取締役であります。 
２．常勤監査役岩崎勉、監査役吉田和男及び宇野郁夫の３氏は、会社法第２条第１６号に定める社外監査役であります。 
３．当社は、日本生命保険相互会社と取引関係にあります。なお、その他の兼職先との間に特別の関係はありません。 
４．監査役宇野郁夫氏は、平成２３年４月１日付をもって、日本生命保険相互会社取締役相談役に就任いたしました。 
 

 

（１）取締役及び監査役の氏名等

３．会社役員に関する事項（平成２３年３月３１日現在） 

 

 

取 締 役 会 長  
（取締役会議長） 

取 　 締 　 役  

取 　 締 　 役  

取 　 締 　 役  

取 　 締 　 役  

代 表 取 締 役 社 長  

代表取締役副社長 

代表取締役副社長 

取 　 締 　 役  

取 　 締 　 役  

取 　 締 　 役  

取 　 締 　 役  

取 　 締 　 役  

取 　 締 　 役  

常 勤 監 査 役  

常 勤 監 査 役  

監 　 査 　 役  

監 　 査 　 役  

倉 　 内 　 憲 　 孝  

曾 　 根 　 　 　 悟  

石 　 川 　 　 　 正  

佐 　 藤 　 友 美 子  

村 　 山 　 裕 　 三  

佐 々 木 　 � 　 之  

西 　 川 　 直 　 輝  

真 　 鍋 　 精 　 志  

近 　 藤 　 � 　 士  

山 　 本 　 章 　 義  

七 　 川 　 研 　 二  

中 　 村 　 　 　 仁  

来 　 島 　 達 　 夫  

柴 　 田 　 　 　 信  

小 　 出 　 　 　 昇  

岩 　 崎 　 　 　 勉  

吉 　 田 　 和 　 男  

宇 　 野 　 郁 　 夫  

担当及び重要な兼職の状況 氏　名 

 

地　位 
 
住友電気工業株式会社 顧問 
 
 
工学院大学エクステンションセンター 客員教授 
 

弁護士法人大江橋法律事務所社員 弁護士 
武田薬品工業株式会社 社外監査役  
 
公益財団法人サントリー文化財団 上席研究フェロー 
 
 
同志社大学大学院ビジネス研究科長 教授 
 
 
福知山線列車事故ご被害者対応に関すること 
 
社長補佐全般　 
安全性向上に関すること 
鉄道本部、安全研究所、構造技術室担当 
社長補佐全般 
変革の推進に関すること 
企業倫理・リスク統括部、秘書室、総務部、人事部、財務部担当  
 
監査部、建設工事部、創造本部担当 
 
 
近畿統括本部担当 
 

安全性向上に関すること 
福知山線列車事故対策審議室、鉄道本部安全推進部、鉄道本部保安システム室担当

 
 
 
福知山線列車事故ご被害者対応本部担当 
 

変革の推進に関すること 
総合企画本部、広報部、東京本部担当  
 
ＩＴ本部、鉄道本部営業本部担当 
 
 
 
 
 
 
 

京都大学大学院経済学研究科 教授 
京セラ株式会社 社外監査役  
日本生命保険相互会社 代表取締役会長　パナソニック株式会社 社外取締役 
富士急行株式会社 社外取締役　小田急電鉄株式会社 社外監査役　 
東北電力株式会社 社外監査役　株式会社三井住友フィナンシャルグループ 社外監査役 
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４．会計監査人に関する事項 
（１）会計監査人の名称　
新日本有限責任監査法人 

（２）会計監査人の報酬等の額　

①当事業年度に係る報酬等の額 １６９百万円

②当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 ３５８百万円
（注）当社は、会計監査人との契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できま

せんので、①の金額にはこれらの合計額を記載しております。 

（３）非監査業務の内容　
当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務である、国際財務報告基準（ＩＦＲＳ）

導入支援等を委託し、その対価を支払っております。 

  

 

社外取締役  

 

 

 

 

社外監査役  

倉 内 　 憲 孝  

曾 根 　 　 悟  

石 川 　 　 正  

佐 藤 友 美 子  

村 山 　 裕 三  

岩 崎 　 　 勉  

吉 田 　 和 男  

宇 野 　 郁 夫  

主な活動状況 氏　名 

 

区　分 

当事業年度開催の取締役会１３回の全てに出席し、必要に応じ、 
主に経験豊富な経営者の観点から発言を行っております。 

当事業年度開催の取締役会１３回のうち１２回に出席し、必要に応じ、 
主に学識経験者としての専門的見地から発言を行っております。 

当事業年度開催の取締役会１３回のうち１２回に出席し、必要に応じ、 
主に弁護士としての専門的見地から発言を行っております。 

当事業年度開催の取締役会１１回の全てに出席し、必要に応じ、 
主に学識経験者としての専門的見地から発言を行っております。 

当事業年度開催の取締役会１１回の全てに出席し、必要に応じ、 
主に学識経験者としての専門的見地から発言を行っております。 

当事業年度開催の取締役会１３回の全てに、また監査役会１３回の全てに出席し、必要に応じ、 
主に行政での豊富な経験をもとに発言を行っております。 

当事業年度開催の取締役会１３回のうち１２回に、また監査役会１３回の全てに出席し、必要に応じ、 
主に学識経験者としての専門的見地から発言を行っております。 

当事業年度開催の取締役会１３回のうち１１回に、また監査役会１３回のうち１１回に出席し、必要に応じ、 
主に経験豊富な経営者の観点から発言を行っております。 

（３）社外役員に関する事項

（注）社外役員１０名に対する当事業年度に係る報酬等の総額は、８７百万円であります。 

区　分 

取　締　役  

監　査　役  

合 　 計  

支給人員 

１７名 

４名 

２１名 

支給額 

３６８百万円 

６８百万円 

４３６百万円 

（２）取締役及び監査役の報酬等の総額
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（４）解任又は不再任の決定の方針　
当社は、会社法第３４０条第１項各号に掲げる事項に該当すると認められる場合その他会社が必要と認める場合に、解

任又は不再任を決定いたします。 

 

５．業務の適正を確保するために必要な体制  
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他当社の業務の適正を確保するため

に必要な体制の整備に係る事項は、次のとおりであります。 

（１）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
企業倫理の確立を図るため、「企業理念」に基づき、行動規範や倫理綱領を定め、役員がこれらを遵守し、率先し

て「企業理念」を実践することにより、誠実かつ公正な企業行動の基盤となる共通の価値観を醸成する。また、取締

役会の諮問機関として、外部委員を入れた「企業倫理委員会」を設置し、企業倫理の確立に関する重要な事項につ

いて審議・評価を行い、取締役会へ必要な提言・報告を行う。さらに、社内の「倫理相談室」及び外部の弁護士を通

報窓口として、法令又は企業倫理上疑義のある行為等について相談を受け付けること等により、内部通報制度の充

実を図る。 

取締役会については、原則として毎月１回開催し、経営上重要な事項について審議を行うほか、業務執行状況や企

業倫理に関する事項等について、適時、適切に報告を行い、職務執行について相互に監視等を行う。また、監視・監

督に特化する取締役と業務執行も行う取締役（執行役員兼務）を明確に区分し、複数の社外取締役を置くとともに、社

外取締役の中から取締役会議長である「会長」を選定し、さらに社外取締役への情報伝達体制を充実することなどによ

り、企業経営の監視・監督機能を強化する。このほか、取締役及び執行役員等の選考基準を明確にし、客観性、透明

性を高める。 

職務の執行にあたっては、稟議制など牽制機能が働く仕組みによるとともに各種委員会の設置等も適宜行い、透明性

を確保するほか、内部監査部門である監査部において、法令・規程の遵守等の観点から、会社の業務全般にわたる監

査を実施する。 

また、財務報告に係る内部統制の評価及び監査制度への対応にあたっては、内部監査部門による有効性の評価を通

じて、財務報告に係る内部統制の維持、改善を行い、財務報告の正確性と信頼性を確保する。 

このほか、取締役及び執行役員等については、毎事業年度末に、職務執行に関して不正の行為又は法令等に違反す

る重大な行為を行っていない旨等の「職務執行確認書」を提出する。 

これらの取り組みにより、事業活動全般において、法令遵守をはじめとし、企業倫理を確立する体制の整備に努める。 

（２）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務の執行に係る情報については、法令及び文書管理規程等に従い、各担当部門において適切に作成、保

存及び管理を行うとともに、取締役及び監査役は、必要に応じて常時これらを閲覧できるものとする。 
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（３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制
平成１７年４月２５日、福知山線塚口・尼崎間において、１０６名のお客様の尊い命を奪い、５００名を超えるお客様を負傷

させるという、極めて重大な事故を惹き起こしたことを厳粛に受け止め、二度とこのような事故を起こさないという決意のもと、

「企業理念」「安全憲章」に基づき、「安全を最優先する企業風土の構築」を最大の経営目標に掲げ、その達成に向けて

取り組む。 

平成１９年６月に公表された航空・鉄道事故調査委員会の福知山線列車事故に係る調査報告書に示された「建議」「所

見」等の指摘に着実に対策を講じる。さらに、安全推進有識者会議における安全性向上策の方向性についての提言など

を踏まえて平成２０年４月に策定した「安全基本計画」を着実に推進し、より高い安全性の実現を図る。また、平成１８年

１０月に施行された改正鉄道事業法に基づき制定した「鉄道安全管理規程」のもと、安全管理体制の確立に努め

る。このほか、社長を委員長とする「危機管理委員会」において、当社の経営に重大な影響を与える可能性のあるリスク

及び危機的事象の洗い出しを行い、マニュアルの整備、重要な対応方針等について審議・決定するほか、重大な危機

発生時における初動体制の迅速な構築、適切な対策の実行に取り組むとともに、リスク管理の仕組みや体制の点検、評

価を行う。 

これらの取り組みにより、事業活動全般において、適正なリスク管理が行われる体制の整備に努める。 

（４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
各部門を担当する取締役は、年度当初に取締役会で定められた事業全般に係る計画に基づき、当社における組織・

業務執行に関する規程等に基づく職務権限及び意思決定ルールにより、それぞれの部門の施策等について、適切な職

務の執行に取り組む。 

また、当社は、業務執行上の基本的事項を審議するため、代表取締役及び本社内執行役員等で構成する経営会議を

原則として週１回開催するとともに、執行役員制度を導入し、執行役員への権限委譲を行うことで、取締役会の監視・監

督機能の強化と意思決定の迅速化を図る。 

（５）企業集団における業務の適正を確保するための体制 
「企業倫理委員会」での審議等を踏まえ、グループ全体の企業倫理の確立に向けた取り組みの方針を定めるとともに、

「危機管理委員会」において、グループ全体のリスク管理の基本的な事項等を定める。これらに基づき、グループ各社に

おいて、委員会の設置や規程の制定等に取り組むことにより、グループ全体の企業倫理の確立及び適正なリスク管理に向

けた体制を構築する。このほか、内部通報制度については、社内外に設置した通報窓口において、グループ会社に係わ

る相談にも対応する。 

また、グループ会社における経営上の重要な事項については、当社と事前に協議を行う体制を整備するとともに、

当社の役員等が重要なグループ会社の取締役、監査役に就任し、グループ経営の適法性及び実効性を確保する。

さらに、当社における内部監査として、必要によりグループ会社の事業運営に関する法令・規程の遵守状況等を確

認する。 

「財務報告に係る内部統制の評価」についても、連結ベースでの業務が対象となることから、グループ全体の取り組み

として推進する。 
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（６）監査役の職務を補助すべき使用人及びその使用人の取締役からの独立性に関する事項 
監査役の職務を補助すべき使用人については、監査役補助業務を専任する監査役スタッフを配置し、同スタッフは、監

査役の指揮命令下でその職務を遂行する。 

また、その人事異動、人事評価等に際しては、監査役の意見を尊重した上で決定する。 

（７）取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制 
監査役又は監査役会への報告について、取締役、執行役員及び使用人は、重大な事故、法令・定款に違反する行為、

当社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実の発生等を速やかに報告するとともに、内部監査の実施状況、「倫理相談

室」に対する通報等の内容、社長特別補佐の取り組み内容、各部門の業務内容・課題その他監査役又は監査役会が

求める事項について、随時乃至定期的に報告する。 

（８）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 
監査役監査の実効性確保について、取締役等は、監査役の重要な会議への出席、決裁書類等の重要な書類の閲覧

並びに監査役と内部監査部門、会計監査人との連携及び代表取締役等との定期的な意見交換その他監査役の円滑な

監査活動に必要な体制を整備する。 

このほか、当社内の事業所を所管する部門が調整、連携し、現地における往査等を効果的、効率的に実施できるよう

努める。 
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科               目 

（単位　百万円） 

 

（資 産  の  部）  　
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金    
受 取 手 形 及 び 売 掛 金    
未 収 運 賃    
未 収 金    
た な 卸 資 産    
繰 延 税 金 資 産    
そ の 他    
貸 倒 引 当 金       
     
     
        
     
     
     
     
 

固　　　定　　　資　　　産     
有 形 固 定 資 産    

建 物 及 び 構 築 物   
機 械 装 置 及 び 運 搬 具   
土 地   
建 設 仮 勘 定   
そ の 他    

無 形 固 定 資 産    
投 資 そ の 他 の 資 産    

投 資 有 価 証 券   
繰 延 税 金 資 産   
そ の 他   
貸 倒 引 当 金     

繰　　　延　　　資　　　産     
      
 
     
     
 
 
 
 
     
     

資　　　産　　　合　　　計    

 
 

２６２，４３２
７９，７４２ 
１６，７３４ 
２６，６８９ 
４７，０６４ 
２８，０４３ 
１８，９６１ 
４６，０７０ 

　△       ８７２ 
  
  
  
  
  
  
  
  

２，４０９，９７９
２，１５０，６１７ 
１，００１，３３７ 
３２３，９１４ 
６５５，８７２ 
１３９，６１５ 
２９，８７７ 
２５，７９８ 
２３３，５６４ 
６０，４０７ 
１４２，０６９ 
３２，２１３ 

△    １，１２６ 
１１ 
 
  
  
  
  
  
  
  
 
 

 ２，６７２，４２３

（負 債  の  部）　   
流 動 負 債

支 払 手 形 及 び 買 掛 金    
短 期 借 入 金    
１年内返済予定の長期借入金   
鉄 道 施 設 購 入 未 払 金    
１年内支払予定の長期未払金   
未 払 金    
未 払 消 費 税 等    
未 払 法 人 税 等    
預 り 連 絡 運 賃    
預 り 金    
前 受 運 賃    
前 受 金    
賞 与 引 当 金    
ポ イ ン ト 引 当 金    
そ の 他      
     

固　　　定　　　負　　　債     
社 債    
長 期 借 入 金    
鉄 道施設購入長期未払金    
長 期 未 払 金    
繰 延 税 金 負 債    
退 職 給 付 引 当 金    
環 境 安 全 対 策 引 当 金    
未 引 換 商 品 券 等 引 当 金  
そ の 他      

負 　 　 債 　 　 合 　 　 計    
 

（純資産の部）      
株 主 資 本    

資 本 金    
資 本 剰 余 金    
利 益 剰 余 金    
自 己 株 式        

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額     
その他有価証券評価差額金   
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益      

少 数 株 主 持 分    
純　 資 　産 　合　　計    

負　債　純　資　産　合　計    

金         額 科               目 金         額 
     
 

４８７，８３７
５１，２０７ 
１７，５１５ 
４４，７６４ 
３９，１０１ 
 　３１ 

１３４，８２４ 
３，３２４ 
１５，４５０ 
１，７７９ 
５３，６８７ 
３１，１８３ 
２４，７９０ 
３４，１７３ 
６６０ 

３５，３４０ 

１，４６３，３３４
４４４，９７０ 
２８３，１５５ 
２９０，４０８ 

１９０ 
２４１ 

３２２，７３７ 
７，０３３ 
２，６７０ 

１１１，９２５ 
１，９５１，１７２

６８８，４２３
１００，０００ 
５５，０００ 
５６３，７６６ 
△  ３０，３４３ 

３８４
５４６ 

△       １６１
３２，４４３
７２１，２５１

２，６７２，４２３

連結貸借対照表
（平成２３年３月３１日現在） 

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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営 業 収 益

営 業 費
運輸業等営業費及び売上原価 
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  

営 業 利 益

営 業 外 収 益
受 取 利 息  
受 取 配 当 金  
持 分 法 に よ る 投 資 利 益  
そ の 他  

営 業 外 費 用
支 払 利 息  
そ の 他

経 常 利 益

特 別 利 益
工 事 負 担 金 等 受 入 額  
収 用 補 償 金  
そ の 他  

特 別 損 失
工 事 負 担 金 等 圧 縮 額  
収 用 等 圧 縮 損  
そ の 他  

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益     
法 人 税 、住 民 税 及 び 事 業 税     
法 人 税 等 調 整 額     
     
少数株主損益調整前当期純利益    
少 数 株 主 損 失 （ △ ）     
     
当 期 純 利 益     

 
 
 

９５０，４１９ 
１６７，０９７ 

   
   
   
   

１７６ 
３０１ 
２，４２１ 
６，５７２ 

 
   

３３，７８６ 
２，７１４ 

 
   
   
 

３９，７３７ 
４，８９９ 
６，４９９ 

  
   

３８，５３０ 
４，８４７ 
１５，６９４ 

 １，２１３，５０６ 
   
   
   

１，１１７，５１７ 
   

９５，９８８ 
  
   
   
   
   

９，４７１ 
 
   
   

３６，５００ 
   

６８，９５９ 
 
   
   
   

５１，１３５ 
 
   
   
   

５９，０７３ 
 

６１，０２１
２９，９５２

△  ３，５８７

３４，６５６
△     ３２６

３４，９８３

（単位　百万円） 

科　　　　目 金　　　額 

連結損益計算書
（平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日まで） 

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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（平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日まで） 

前 期 末 残 高

当 期 変 動 額  

剰 余 金 の 配 当 

当 期 純 利 益 

連 結 範 囲 の 変 動  

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額（ 純 額 ） 

当 期 変 動 額 合 計

当 期 末 残 高

１００，０００

１００，０００

５５，０００

５５，０００

５４３，３２３

△１４，５３０ 

３４，９８３ 

△     １０ 

 

２０，４４３

５６３，７６６

△ ３０，３４３

△ ３０，３４３

６６７，９８０

△１４，５３０ 

３４，９８３ 

△      １０ 

 

２０，４４３

６８８，４２３

１，２９２

△    ７４６ 

△    ７４６

５４６

△   １０８

△     ５２ 

△     ５２

△   １６１

１，１８３

△    ７９９ 

△    ７９９

３８４

３２，９７７

△    ５３４ 

△    ５３４

３２，４４３

７０２，１４１

△１４，５３０ 

３４，９８３ 

△      １０ 

△  １，３３３ 

１９，１０９

７２１，２５１

（単位　百万円） 

資本金 自己株式 
資　本 
剰余金 

利　益 
剰余金 

株主資本 
合　　計 

 

少数株主 
持　　分 

純資産 
合　計 

繰　延 
ヘッジ 
損　益 

そ　の　他 
有 価 証 券 
評価差額金 

 

その他の 
包括利益 
累計額合計 

株 　 　 主 　 　 資 　 　 本  その他の包括利益累計額 

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

連結株主資本等変動計算書

－－ －－－－
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（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 

連結注記表
（平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日まで） 

Ⅰ連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する
注記 

１．連結の範囲に関する事項 
（１）連結子会社の数　６５社 

連結子会社は、㈱ジェイアール西日本ホテル開発、㈱ジェイアール西
日本伊勢丹、京都駅ビル開発㈱、大阪ターミナルビル㈱、㈱日本旅行、
中国ジェイアールバス㈱、㈱ジェイアール西日本デイリーサービスネット、
西日本ジェイアールバス㈱、ジェイアール西日本不動産開発㈱、ジェイア
ール西日本商事㈱、㈱ジェイアール西日本コミュニケーションズ、西日本
電気システム㈱のほか５３社であります。 
当連結会計年度より、㈱ＪＲ西日本カスタマーリレーションズは重要性が
増したため、連結の範囲に含めております。また、平成２２年４月１日に、
広島ステーションビル㈱は、中国ＳＣ開発㈱と合併して消滅しております。 

（２）非連結子会社は、大阪エネルギーサービス㈱等８０社ですが、その合
計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金
（持分に見合う額）等は、連結計算書類に重要な影響を及ぼさないため
連結の範囲から除外しております。 

２．持分法の適用に関する事項 
（１）持分法適用の非連結子会社はありません。 
（２）持分法適用の関連会社は、大阪外環状鉄道㈱、関西高速鉄道㈱、
大鉄工業㈱、広成建設㈱、鉄道情報システム㈱の５社であります。 

（３）非連結子会社８０社及び関連会社の㈱奈良ホテル等１７社の当期純
損益（持分に見合う額）の合計及び利益剰余金（持分に見合う額）等の
合計は、連結計算書類に及ぼす影響が軽微であるため、持分法の適
用範囲から除外しております。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 
連結子会社のうち、㈱日本旅行の決算日は１２月３１日であります。連結
計算書類の作成に当たっては、同決算日現在の計算書類を使用しており
ます。連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な
調整を行っております。その他の連結子会社の決算日はすべて３月３１日
であり、連結決算日と同一であります。 

４．会計処理基準に関する事項 
（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 
①有価証券 
その他有価証券 
時価のあるもの　期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
主として移動平均法により算定）によっております。 

時価のないもの　主として移動平均法による原価法によっております。 
②たな卸資産 
商　　　　品　主として売価還元法、最終仕入原価法による原

価法によっております。 
分譲土地建物　個別法による原価法によっております。 
仕 　 掛 　 品　主として個別法による原価法によっております。 
貯 　 蔵 　 品　主として移動平均法による原価法によっております。 
なお貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切り下げの
方法により算定しております。 

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 
①有形固定資産（リース資産を除く） 

主として定率法によっております。ただし、鉄道事業取替資産につ
いては取替法によっております。 
②無形固定資産 
定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、
社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。 

③リース資産 
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によってお

ります。 
なお、リース物件の所有権が借主に移転するものと認められるもの
以外のファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が企業会計
基準第１３号「リース取引に関する会計基準」の適用初年度開始前の 
リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計
処理によっております。 

④長期前払費用 
均等額償却を行っております。 

（３）繰延資産の処理方法 
社債発行費は、支出時に全額費用処理しております。 
連結子会社の開発費は、その効果の及ぶ期間にわたって規則的に
償却しております。 

（４）重要な引当金の計上基準 
①貸倒引当金 
債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を
検討し、回収不能見込額を計上しております。 

②賞与引当金 
従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。 

③退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退
職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。 
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会計基準変更時差異（１２，２６６百万円）については、１５年による按
分額を費用処理しております。 
過去勤務債務については、発生年度に全額を一括して処理してお

ります。 
数理計算上の差異については、主としてその発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として１０年）による定
額法により按分した額を、主としてそれぞれの発生の翌連結会計年
度から費用処理しております。 

④環境安全対策引当金 
保管するＰＣＢ廃棄物等の処理費用の支出に備えるため、当連結

会計年度末における処理費用の見積もり額を計上しております。 
また、当社保有の開発用地の一部における汚染された土壌の処理
費用の支出に備えるため、当連結会計年度末における処理費用の見
積もり額を計上しております。 

⑤未引換商品券等引当金 
一部の連結子会社において発行している商品券等のうち、発行か

ら一定期間経過後に収益計上したものについては、将来の引換に備
えるため、過去の引換率を基に、当連結会計年度末においてその金
額を合理的に見積もることができる将来引換見込額を計上しております。 

⑥ポイント引当金 
顧客に付与したポイントの利用に備えるため、当連結会計年度末に

おいて将来利用されると見込まれる額を計上しております。 
（５）重要なヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件
を満たしている為替予約については振当処理に、特例処理の要件を満
たしている金利スワップについては特例処理によっております。 

（６）工事負担金等の会計処理 
当社は、鉄道事業における連続立体交差化工事等を行うにあたり、
地方公共団体等より工事費の一部として工事負担金等を受けております。
これらの工事負担金等は、工事完成時に当該工事負担金等相当額を
取得した固定資産の取得原価から直接減額しております。 
なお、連結損益計算書においては、工事負担金等受入額を特別利
益に計上するとともに、固定資産の取得原価から直接減額した額を工
事負担金等圧縮額として特別損失に計上しております。 

（７）完成工事高及び完成工事原価の計上基準 
当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認めら

れる工事契約について工事進行基準を適用し、その他の工事契約につ
いては、工事完成基準を適用しております。なお、工事進行基準を適用
する工事の当連結会計年度末における進捗度の見積りは、主として原
価比例法によっております。 
  

（８）消費税等の会計処理 
税抜方式によっております。 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 
全面時価評価法によっております。 

６．のれん及び負ののれんの償却に関する事項 
のれん及び平成２２年３月３１日以前に発生した負ののれんの償却につい

ては、５年間で均等償却しております。 
平成２２年４月１日以降に発生した負ののれんは、当該負ののれんが生

じた連結会計年度の利益として処理しております。 

７．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項の変更　 
（会計方針の変更） 
（１）「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理
に関する当面の取扱い」の適用  
当連結会計年度より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準
第１６号 平成２０年３月１０日公表分）及び「持分法適用関連会社の会計
処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第２４号 平成２０年３月１０日）
を適用しております。 
これによる連結計算書類への影響はありません。 

（２）「資産除去債務に関する会計基準」の適用 
当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会
計基準第１８号 平成２０年３月３１日）及び「資産除去債務に関する会計
基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第２１号 平成２０年３月３１日）
を適用しております。 
これによる連結計算書類への影響は軽微であります。 

（３）「企業結合に関する会計基準」等の適用 
当連結会計年度より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基
準第２１号 平成２０年１２月２６日）、「連結財務諸表に関する会計基準」
（企業会計基準第２２号 平成２０年１２月２６日）、「『研究開発費等に係
る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第２３号 平成２０年１２月２６日）、
「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成２０年１２月
２６日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第１６号 平成２０年
１２月２６日公表分）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準
に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第１０号 平成２０年１２月
２６日）を適用しております。 

（表示方法の変更）　 
（１）連結貸借対照表・連結株主資本等変動計算書関係 

「その他の包括利益累計額」の表示 
会社計算規則の改正に伴い、当連結会計年度より連結貸借対照表
及び連結株主資本等変動計算書における「評価・換算差額等」は「そ
の他の包括利益累計額」として表示する方法に変更しております。 
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　　被　保　証　者　　 

大 阪 外 環 状 鉄 道 株 式 会 社  

日 旅 サ ー ビ ス 株 式 会 社  

株式会社日本旅行オーエムシートラベル 

そ の 他 （ ７ 社 ） 

計 

保証金額 

７，６６６ 

３９３ 

１５９ 

２２０ 

８，４３９ 

被保証債務の内容 

金融機関からの借入金に対する保証予約 

ＪＲ券委託販売に対する保証 

航空運賃に対する支払保証 

（単位　百万円） 

種　類
 

 

普通株式  

平成２２年３月３１日現在 
株式数（株） 

２，０００，０００ 

当連結会計年度 
増加株式数 

－－ 

当連結会計年度 
減少株式数 

－－ 

平成２３年３月３１日現在 
株式数（株） 

２，０００，０００ 

種　類
 

 

普通株式  

平成２２年３月３１日現在 
株式数（株） 

６３，５８４ 

当連結会計年度 
増加株式数 

－－ 

当連結会計年度 
減少株式数 

－－ 

平成２３年３月３１日現在 
株式数（株） 

６３，５８４ 

決　議  

平成２２年６月２３日 
定時株主総会 

平成２２年１０月２８日 
取 締 役 会 

株式の種類  

普通株式 
 

普通株式 

配当金の総額
（百万円） 

６，７８０ 

 

７，７４９ 

 

１株当たり 
配当額（円） 

３，５００ 
 

４，０００ 

基準日
 

 

平成２２年 
３月３１日 

平成２２年 
９月３０日 

 

効力発生日  

平成２２年 
 ６月２４日 

平成２２年 
１１月３０日 

 

決　議（予定） 
 

平成２３年６月２３日 
定時株主総会 

株式の 
種類 

普通株式 
 
 

配当金の総額
（百万円） 

７，７４９
 

 
 

１株当たり 
配当額（円） 

４，０００ 
 
 

基準日
 

 

平成２３年 
３月３１日 

 

効力発生日 
 

平成２３年 
６月２４日 

配当の 
原資 

利益 
剰余金 

（２）連結損益計算書関係 
「少数株主損益調整前当期純利益」の表示  
会社計算規則の改正に伴い、当連結会計年度より連結損益計算書

において、「少数株主損益調整前当期純利益」の科目を表示する方法
に変更しております。 

 

Ⅱ連結貸借対照表等に関する注記 

１．担保提供資産 
担保に供している資産  
預金 ２３０百万円 
建物及び構築物 １７，８６８百万円 
土地 １９０百万円 
投資有価証券 ２７５百万円 

　　計 １８，５６４百万円 

担保付債務  
長期借入金 ３，９６０百万円 
１年内返済予定の長期借入金 ６１０百万円 

　　　計 ４，５７０百万円 

なお、このほか旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社に
関する法律の一部を改正する法律（平成１３年法律第６１号）附則第
７条に基づき、総財産を社債（１１０，０００百万円）の一般担保に供して
おります。 

２．有形固定資産の減価償却累計額 　　　　　２，９０２，６７６百万円 

３．固定資産の取得原価から直接減額された 
工事負担金等累計額 ６３７，６４３百万円 

４．保証債務の明細 
 
 
 
 
 
 

５．福知山線列車事故に関する事項 
今後、福知山線列車事故に伴う補償などの支出が見込まれますが、こ

れらについては、現時点では金額等を合理的に見積もることは困難であり
ます。 

  
  

Ⅲ連結株主資本等変動計算書に関する注記 

１．発行済株式の種類及び株式数に関する事項 
 

 
 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項 
 
 
 

３．配当に関する事項 
（１）配当金支払額 

 
 
 
 
 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が
翌期となるもの 
 
 
 
 

Ⅳ金融商品に関する注記 

１．金融商品の状況に関する事項 
（１）金融商品に対する取組方針 

当社グループは、既存債務の返済資金や設備投資資金等のうちキャ
ッシュ・フローで賄いきれない資金を調達（主に社債及び銀行等からの
長期借入金）しております。一時的な余資は安全性の高い金融資産で
運用し、また、短期的な運転資金を主として短期社債により調達しており
ます。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、
投機的な取引は行わない方針であります。 

（２）金融商品の内容及びそのリスク 
営業債権である受取手形及び売掛金、未収運賃、未収金は、顧客

の信用リスクに晒されております。投資有価証券は、主に業務上の関係
を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。 
営業債務である支払手形及び買掛金、未払金、預り連絡運賃、預り
金は、ほとんど１年以内の支払期日であります。また、外貨建ての営業
債務は為替の変動リスクに晒されていますが、原則として海外旅行ツア
ーに係る外貨建ての営業債務は為替予約を利用してヘッジしております。
社債、借入金は、主に既存債務の返済や設備投資に係る資金調達で
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現 金 及 び 預 金  

受 取 手 形 及 び 売 掛 金  

未 収 運 賃  

未 収 金  

投 資 有 価 証 券  
そ の 他 有 価 証 券  

支 払 手 形 及 び 買 掛 金  

短 期 借 入 金  

未 払 金  

未 払 法 人 税 等  

預 り 連 絡 運 賃  

預 り 金  

社 債（ １年 内 償 還 予 定 を 含 む ） 

長期借入金（１年内返済予定を含む） 

鉄 道 施 設 購 入 長 期 未 払 金  
（ 鉄 道 施 設 購 入 未 払 金 を 含 む ） 

長期未払金（１年内支払予定を含む）  

デ リ バ テ ィ ブ 取 引  
ヘッジ会計が適用されているもの 

（１）

（２）

（３）

（４）

（５） 

 

（６）

（７）

（８）

（９）

（１０） 

（１１） 

（１２） 

（１３） 

（１４） 
 

（１５） 

（１６） 

 

７９，７４２ 

１６，７３４ 

２６，６８９ 

４７，０６４ 

 
６，９９８ 

（５１，２０７） 

（１７，５１５） 

（１３４，８２４） 

（１５，４５０） 

（１，７７９） 

（５３，６８７） 

（４４４，９７０） 

（３２７，９２０） 

（３２９，５１０） 
 

（２２２） 

 
（３４３） 

７９，７４２ 

１６，７３４ 

２６，６８９ 

４７，０６４ 

 
６，９９８ 

（５１，２０７） 

（１７，５１５） 

（１３４，８２４） 

（１５，４５０） 

（１，７７９） 

（５３，６８７） 

（４６６，７０７） 

（３３２，８６３） 

（４４５，８１７） 
 

（２３５） 

 
（３４３） 

－－ 

－－ 

－－ 

－－ 

 
－－ 

－－ 

－－ 

－－ 

－－ 

－－ 

－－ 

（２１，７３７） 

（４，９４３） 

（１１６，３０７） 
 

（１３） 

 
－－ 

連結貸借対照表
計上額 

時　価 差　額 

（単位　百万円） 

（＊） 負債に計上されているものについては、（  ）で示しております。 

 

あり、償還日は決算日後、最長で２９年後であります。このうち一部は、
変動金利であるため金利の変動リスクに晒されています。鉄道施設購
入長期未払金及び長期未払金は、主に新幹線鉄道に係る鉄道施設の
譲渡等に関する法律（平成３年法律第４５号）に基づき、新幹線鉄道保
有機構から譲り受けた新幹線鉄道施設の対価について元利均等半年
賦により支払うものであり、支払日は決算日後、最長で４０年後であります。
このうち一部は、変動金利であるため金利の変動リスクに晒されています。 
デリバティブ取引は、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘ

ッジ取引を目的とした金利スワップ取引及び外貨建ての営業債務に係る
為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした為替予約取引であり
ます。なお、ヘッジ会計の方法については、前述の「会計処理基準に関
する事項」に記載されている「重要なヘッジ会計の方法」をご覧下さい。 

（３）金融商品に係るリスク管理体制 
①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 
当社は、社内規程に従い、営業債権について、取引相手ごとに期

日及び残高を管理し、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把
握や軽減を図っております。連結子会社についても、各社の社内規
程に従い、同様の管理を行っております。 
デリバティブ取引の利用にあたっては、カウンターパーティーリスクを
軽減するために、格付の高い金融機関とのみ取引を行っております。 
当期の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに
晒される金融資産の連結貸借対照表価額により表わされています。 
②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 
当社は、借入金に係る支払金利の変動リスクを回避する目的で金
利スワップ取引を利用しています。その執行・管理については、取引
権限を定めた社内規程に基づき、財務担当部署が行っております。 
また、一部の連結子会社は、外貨建ての営業債務について、通貨
別月別に把握された為替の変動リスクに対して、原則として為替予約
を利用してヘッジしております。なお、為替相場の状況により、半年を
限度として、過去の実績及びツアー予約状況を勘案して海外旅行
ツアーに係る予定取引により確実に発生すると見込まれる外貨建営業
債務に対する為替予約を行っております。その執行・管理については、
取引権限や限度額等を定めた外国為替取引管理規程に基づき、半
年ごとに為替会議で基本方針を承認し、これに従い財務担当部署が
取引を行い契約先と残高照合等を行っております。これらの管理は、
一部の連結子会社の各支店の営業部門の申請に基づき、管理部門
が行っており、内部監査部門が定期的にチェックする体制でリスク管
理を行っております。 
有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体

の財務状況等を把握し、また、満期保有目的の債券以外のものにつ
いては、発行体との関係を勘案して保有状況を継続的に見直してお

ります。 
③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリ
スク）の管理 
当社は、各部署及びグループ会社からの報告に基づき適時に資金
繰計画を作成・更新するなどの方法により流動性リスクを管理しており
ます。また、あらかじめ定めた条件によって資金の利用が可能なコミッ
トメントライン契約を締結し、安定的に手元流動性を確保する手段を
確保しております。 

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がな

い場合には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の
算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を
採用することにより、当該価額が変動することもあります。また、「２．金
融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引については、
その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありま
せん。 

２．金融商品の時価等に関する事項 
平成２３年３月３１日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上
額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価
を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりませ
ん（（注２）を参照ください。）。 
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（注１）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控
除した金額であります。 

（注２）当連結会計年度末の時価は、主要な物件については「不動産鑑定評価基準」に基
づいて計算された金額、その他の物件については、一定の評価額等が適切に市場価
格を反映していると考えられるため当該評価額や連結貸借対照表計上額をもって時
価としております。 

連結貸借対照表計上額 

１４２，５７５ 

時　　価 

２８７，９７７ 

（単位　百万円） 

区　　分 

投 資 有 価 証 券  

 そ の 他 有 価 証 券  

非 上 場 株 式  

そ の 他  

 

 

５３，３７６ 

３１ 

連結貸借対照表計上額 

（単位　百万円） 
（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取

引に関する事項 
（１）現金及び預金、（２）受取手形及び売掛金、（３）未収運賃並びに
（４）未収金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しい
ことから、当該帳簿価額によっております。 

（５）投資有価証券 
投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっており、

債券は取引所の価格又はその将来キャッシュ・フローを国債の利回り
に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定
しております。 

（６）支払手形及び買掛金、（７）短期借入金、（８）未払金（一部の未
払金は為替予約等の振当処理の対象となっております）、（９）未払法
人税等、（１０）預り連絡運賃並びに（１１）預り金 
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しい
ことから、当該帳簿価額によっております。 

（１２）社債（１年内償還予定を含む） 
当社の発行する社債の時価は、市場価格に基づき算定しており

ます。 
（１３）長期借入金（１年内返済予定を含む）及び（１５）長期未払金（１年
内支払予定を含む） 
これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入
等を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定
しております。なお、一部の長期借入金の時価については、金利ス
ワップの対象とされていることから、当該金利スワップと一体として処
理された元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定
される利率で割り引いて算定する方法によっております。 

（１４）鉄道施設購入長期未払金（鉄道施設購入未払金を含む） 
鉄道施設購入長期未払金の時価については、法令に基づく金銭

債務であって同様の手段での再調達が困難なため、新規に同様の
社債を発行した場合に想定される利率で、元利金の合計額を割り引
いた現在価値により算定しております。 

（１６）デリバティブ取引 
これらの時価については、取引金融機関から提示された価格等に

よっております。 
ただし、為替予約等の振当処理並びに金利スワップの特例処理に

よるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金等と一体として処理さ
れているため、それらの時価は、当該長期借入金等の時価に含めて
記載しております。 

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 
  
 
 
 
 
 

これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積
ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、
「（５）投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。 

  

Ⅴ賃貸等不動産に関する注記 

１．賃貸等不動産の状況に関する事項 
当社及び一部の子会社では、大阪府その他の地域において、賃貸用

のオフィスビルや商業施設（土地を含む）、賃貸住宅等を有しております。 

２．賃貸等不動産の時価等に関する事項 
　 
 
 
 
 
 
 
  

Ⅵ１株当たり情報に関する注記 

１．１株当たり純資産額 ３５５，７１２円８４銭 

２．１株当たり当期純利益金額 １８，０６６円０１銭 
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23　　 JR-West's Business Report

科               目 

（単位　百万円） 

 

（資 産  の  部）　    
流     動     資     産

現 金 及 び 預 金  
未 収 運 賃  
未 収 金  
未 収 収 益  
短 期 貸 付 金  
貯 蔵 品  
前 払 費 用  
繰 延 税 金 資 産  
そ の 他  
貸 倒 引 当 金     
     
     
 
     
 
 
     

固　　　定　　　資　　　産     
鉄 道 事 業 固 定 資 産  
関 連 事 業 固 定 資 産  
各 事 業 関 連 固 定 資 産  
建 設 仮 勘 定  
投 資 そ の 他 の 資 産  
関 係 会 社 株 式  
投 資 有 価 証 券  
長 期 貸 付 金  
長 期 前 払 費 用  
繰 延 税 金 資 産  
そ の 他  
貸 倒 引 当 金  
  
 

     
     
     
     
     
     
    
        
     
     
     

資 産 合 計    

 
 

２０６，２６７
６９，８２９ 
２７，０７３ 
２６，６０１ 
４，０３８ 
２９，９５８ 
１０，１８８ 
２，０３５ 
１３，１５９ 
２３，８６６ 

△      ４８３ 
 
 
 
 
 
 
 

２，１９９，４８３ 
１，６５１，０７４ 
５６，２７８ 
７０，８３５ 
７４，９２３ 
３４６，３７２ 
１４６，８９９ 
８，３１６ 
５８，７１０ 
４，２２９ 

１２０，９４４ 
７，４６８ 

△      １９７ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２，４０５，７５１

 
 

４９４，４３２
１３０，５５５ 
４２，３６０ 
３９，１０１ 
２８８ 

１５６，７０９ 
１７，２８５ 
１，２８４ 
９，３３３ 
１，７７３ 
１４，８２８ 
３１，０５９ 
２３，０６４ 
２１８ 

２５，６３７ 
３４５ 
５８９ 
 

１，３２９，９３０
４４４，９７０ 
２６９，９９７ 
２９０，４０８ 
８２４ 

３０２，０４４ 
７，０３３ 
１４，６５３ 

１，８２４，３６３
 
 

５８１，０２５
１００，０００ 
５５，０００ 
５５，０００ 
４５６，０２４ 
１１，３２７ 
４４４，６９７ 
２０，０７１ 
３５０，０００ 
７４，６２６ 

△  ２９，９９９ 
３６１
３６１ 

５８１，３８７

２，４０５，７５１

（負 債  の  部）　　
流      動      負      債

短 期 借 入 金  
１年内返済予定の長期借入金 
鉄 道 施 設 購 入 未 払 金  
１年内支払予定の長期未払金 
未 払 金  
未 払 費 用  
未 払 消 費 税  
未 払 法 人 税 等  
預 り 連 絡 運 賃  
預 り 金  
前 受 運 賃  
前 受 金  
前 受 収 益  
賞 与 引 当 金  
ポ イ ン ト 引 当 金  
そ の 他  
    

固　　　定　　　負　　　債      
社 債  
長 期 借 入 金  
鉄道施設購入長期未払金  
長 期 未 払 金  
退 職 給 付 引 当 金  
環 境 安 全 対 策 引 当 金  
そ の 他     

負 　 　 債 　 　 合 　 　 計     
 
　（純資産の部）　     

株　　　主　　　資　　　本
資 本 金  
資 本 剰 余 金  
資 本 準 備 金  

利 益 剰 余 金       
利 益 準 備 金  
そ の 他 利 益 剰 余 金  
固定資産圧縮積立金  
別 途 積 立 金  
繰 越 利 益 剰 余 金  

自 己 株 式  
評 価 ・ 換 算 差 額 等

その他有価証券評価差額金 
純　　資　　産　　合　　計

負 債 純 資 産 合 計     

金         額 科               目 金         額 

 

貸借対照表
（平成２３年３月３１日現在） 

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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鉄 道 事 業
営 業 収 益  
営 業 費  
営 業 利 益  

関 連 事 業
営 業 収 益  
営 業 費  
営 業 利 益  

全 事 業 営 業 利 益  

営 業 外 収 益
受 取 利 息・受 取 配 当 金  
そ の 他  

営 業 外 費 用  
支 払 利 息 ・ 社 債 利 息  
そ の 他  

経 常 利 益  

特 別 利 益
工 事 負 担 金 等 受 入 額  
収 用 補 償 金  
固 定 資 産 売 却 益  
そ の 他  

特 別 損 失
工 事 負 担 金 等 圧 縮 額  
収 用 等 圧 縮 損  
そ の 他  

税 引 前 当 期 純 利 益
法 人 税 、住 民 税 及 び 事 業 税
法 人 税 等 調 整 額
当 期 純 利 益

 
 

８０６，８３４ 
７４５，７８９ 

 
 

２１，８１６ 
７，０４０ 

 
 
 
 

１，３５３ 
５，６５２ 

 
３３，４９９ 
８０４ 
 
 
 

３９，７３７ 
４，８５７ 
２，３５６ 
１，９８５ 

 
３８，５３０ 
４，８０５ 
６，０７３ 

（単位　百万円） 

科　　　　目 金　　　　　額 
 
 
 
 

６１，０４４ 
 
 
 

１４，７７６ 
７５，８２１ 

 
 
 

７，００６ 
 
 

３４，３０３ 
４８，５２３ 

 
 
 
 
 

４８，９３６ 
 
 
 

４９，４０９ 
４８，０５０
２０，４８０
△     ９６１
２８，５３０

 

 

損益計算書
（平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日まで） 

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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株主資本等変動計算書
（平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日まで） 

前 期 末 残 高
 

当 期 変 動 額  

剰 余 金 の 配 当 
 

当　期　純　利　益 
　 

固定資産圧縮積立金
の 積 立  

固定資産圧縮積立金
の 取 崩  

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 

当 期 変 動 額 合 計  

当 期 末 残 高

１００，０００

－－

１００，０００

５５，０００

－－

５５，０００

１１，３２７

－－

１１，３２７

２０，５８７

１，０６２ 

△ １，５７８ 

△   ５１６

２０，０７１

３５０，０００

　

　－－

３５０，０００

６０，１０９

△１４，５３０ 

２８，５３０ 

△ １，０６２ 

１，５７８ 

 

１４，５１７

７４，６２６

４４２，０２４

　

△１４，５３０

　２８，５３０ 

－－ 

　－－ 

 

１４，０００

４５６，０２４

△２９，９９９

　－－

△２９，９９９

５６７，０２４

　

△１４，５３０

　２８，５３０ 

　－－ 

　－－ 

１４，０００

５８１，０２５

１，０７７

 

 

 

 

△   ７１５ 

△   ７１５

３６１

５６８，１０２

　

△１４，５３０

　２８，５３０ 

　－－ 

　－－ 

△   ７１５ 

１３，２８４

５８１，３８７

（単位　百万円） 

資本金 資　本 
準備金 

資　本 
剰余金 

利　益 
準備金 別　途 

積立金 

そ　の　他 
有 価 証 券 
評価差額金 

純資産 
合　計 

利　益 
剰余金 
合　計 

株主資本 
合　　計 

 

自己株式 

繰越利益 
剰 余 金 

固 定 資 産 
圧縮積立金 

利　益　剰　余　金 

その他利益剰余金  

株 　 　 主 　 　 資 　 　 本 評価・換算 
差  額  等 

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。  
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Ⅰ重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．資産の評価基準及び評価方法 
（１）有価証券の評価基準及び評価方法 
①子会社株式及び関連会社株式　 
移動平均法による原価法によっております。 

②その他有価証券 
時価のあるもの　期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定）によっております。 

時価のないもの　移動平均法による原価法によっております。 
（２）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

貯 　 蔵 　 品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収
益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により
算定）によっております。 

２．固定資産の減価償却の方法 
（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法によっております。ただし、鉄道事業取替資産については取替
法によっております。 

（２）無形固定資産 
定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。 
（３）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっており
ます。 
なお、リース物件の所有権が借主に移転するものと認められるもの以
外のファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が企業会計基準
第１３号「リース取引に関する会計基準」の適用初年度開始前のリース
取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ
っております。 

（４）長期前払費用 
均等額償却を行っております。 

３．繰延資産の処理方法 
社債発行費は、支出時に全額費用処理しております。 

４．引当金の計上基準 
（１）貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。 
（２）賞与引当金 

従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。 
（３）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付
債務の見込額に基づき計上しております。 
過去勤務債務については、発生年度に全額を一括して処理しており

ます。 
数理計算上の差異については、その発生時における従業員の平均
残存勤務期間以内の一定の年数（１０年）による定額法により按分した
額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。 

（４）環境安全対策引当金 
保管するＰＣＢ廃棄物等の処理費用の支出に備えるため、当事業年

度末における処理費用の見積もり額を計上しております。 
また、当社保有の開発用地の一部における汚染された土壌の処理費
用の支出に備えるため、当事業年度末における処理費用の見積もり額
を計上しております。 

（５）ポイント引当金 
Ｊ－ＷＥＳＴカード会員に付与したポイントの利用に備えるため、当事業
年度末において将来利用されると見込まれる額を計上しております。 

５．工事負担金等の会計処理 
鉄道事業における連続立体交差化工事等を行うにあたり、地方公共団
体等より工事費の一部として工事負担金等を受けております。これらの工
事負担金等は、工事完成時に当該工事負担金等相当額を取得した固定
資産の取得原価から直接減額しております。 
なお、損益計算書においては、工事負担金等受入額を特別利益に計上
するとともに、固定資産の取得原価から直接減額した額を工事負担金等
圧縮額として特別損失に計上しております。 

６．消費税等の会計処理 
税抜方式によっております。 

７．重要な会計方針の変更 
資産除去債務に関する会計基準の適用 
当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準
第１８号 平成２０年３月３１日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適
用指針」（企業会計基準適用指針第２１号 平成２０年３月３１日）を適用し
ております。 
これによる計算書類への影響はありません。 
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個別注記表
（平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日まで） 

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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Ⅱ貸借対照表等に関する注記 

１．担保に供している資産 
旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社に関する法律の一部を
改正する法律（平成１３年法律第６１号）附則第７条に基づき、総財産を社
債（１１０，０００百万円）の一般担保に供しております。 

２．有形固定資産の減価償却累計額 ２，６５７，６７４百万円 

３．固定資産の取得原価から直接減額された 
    工事負担金等累計額 ６３７，６４３百万円 

４．固定資産の科目ごとの総額 
 有形固定資産 １，７５５，９６７百万円 
 　　土　　地 ６４０，５８５百万円 
 　　建　　物 １１７，６５９百万円 
 　　構 築 物 ６６９，６１６百万円 
 　　車　　両 ２３７，５８９百万円 
 　　そ の 他 ９０，５１６百万円 

 無形固定資産 ２２，２２１百万円 

５．保証債務の明細 
 
 
 
 
 
 
  
 

６．関係会社に対する長期金銭債権 ６０，４５６百万円 

７．関係会社に対する短期金銭債権　 ３５，９９１百万円 

８．関係会社に対する長期金銭債務 ３，３６４百万円 

９．関係会社に対する短期金銭債務 ２４７，４８８百万円 

１０．福知山線列車事故に関する事項 
今後、福知山線列車事故に伴う補償などの支出が見込まれますが、こ

れらについては、現時点では金額等を合理的に見積もることは困難であ
ります。 
 
 
 
 
 

Ⅲ損益計算書に関する注記 

１．営業収益 ８２８，６５１百万円 

２．営 業 費 
 運送営業費及び売上原価 ５４９，３９８百万円 

鉄　　道　　事　　業 ５４９，３９３百万円 
関　　連　　事　　業 ４百万円 

販売費及び一般管理費 ４４，４８６百万円 
鉄　　道　　事　　業 ３９，５３２百万円 
関　　連　　事　　業 ４，９５４百万円 

諸　　　　　　　税 ２９，８２６百万円 
減　価　償　却　費 １２９，１１８百万円 

３．関係会社との取引高 
営 　 業 　 収 　 益 ３６，９５８百万円 
営 　 　 業 　 　 費 １８９，８１９百万円 
営業取引以外の取引高 １２１，３８２百万円 
 

Ⅳ株主資本等変動計算書に関する注記 
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 

普　　通　　株　　式 ６２，６５３株 
 

Ⅴ税効果会計に関する注記　 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 
賞与引当金 １０，４３２百万円 
未払社会保険料 １，３３０百万円 
未払事業税 ９４０百万円 
退職給付引当金 １２２，９０１百万円 
環境安全対策引当金 ２，９２８百万円 
その他 １５，６１１百万円 

繰延税金資産小計 １５４，１４４百万円 
評価性引当額 △    ６，０２１百万円 

繰延税金資産合計 １４８，１２２百万円 

２．繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
その他有価証券評価差額 △      ２４８百万円 
 固定資産圧縮積立金 △  １３，７７０百万円 

繰延税金負債合計 △  １４，０１８百万円 

３．繰延税金資産の純額 １３４，１０４百万円 
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　　被　保　証　者　　 

京 都 駅 ビ ル 開 発 株 式 会 社  

大 阪 外 環 状 鉄 道 株 式 会 社  

株式会社ホテルグランヴィア岡山 

ＪＲ西日本宮島フェリー株式会社  

株式会社ホテルグランヴィア大阪 

株式会社ホテルグランヴィア広島 

計 

保証金額 

９，８８１ 

７，６６６ 

１，１１２ 

２２２  

１３ 

８ 

１８，９０３ 

被保証債務の内容 

金融機関からの借入金に対する保証
予約 

金融機関からの借入金に対する保証 

鉄道建設・運輸施設整備支援機構
への未払金に対する保証 

プリペイドカード発行残高に対する
保証 

（単位　百万円） 
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Ⅵリースにより使用する固定資産に関する注記　 
貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器等の一部について

は、所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。 

１．当事業年度末日における取得価額相当額 ５１２百万円 

２．当事業年度末日における減価償却累計額相当額 ３８１百万円 

３．当事業年度末日における未経過リース料相当額 １３１百万円 
 

Ⅶ１株当たり情報に関する注記 

１．１株当たり純資産額 ３００，０９４円７７銭 

２．１株当たり当期純利益金額 １４，７２６円７６銭 
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本 

監査報告

平成２３年５月９日 

西日本旅客鉄道株式会社 

取 締 役 会 　 御 中 

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員 

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員 

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員 

公認会計士　松　村　　　豊 印 ○ 

公認会計士　柴　田　芳　宏 印 ○ 

公認会計士　小　西　幹　男 印 ○ 

当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、西日本旅客鉄道株式会社の平成２２年４月１日から平成２３年３月

３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び

連結注記表について監査を行った。この連結計算書類の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結

計算書類に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結計算書類に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結

計算書類の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断

している。 

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、西日本

旅客鉄道株式会社及び連結子会社から成る企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以　　上 

独  立  監  査  人  の  監  査  報  告  書 
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連 結 計 算 書 類 に 係 る 監 査 報 告 書  

社外監査役 宇　野　郁　夫 印 ○ 

西日本旅客鉄道株式会社　監査役会 

常勤監査役 小　出　　　昇 印 ○ 
常勤監査役（社外監査役） 岩　崎　　　勉 印 ○ 
社外監査役 吉　田　和　男 印 ○ 

当監査役会は、平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの第２４期事業年度に係る連結計算書類（連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議

の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。 

 

１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 

監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けました。 

各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、監査計画等に従い、連結計算書類について取締役及び使用人等から報告を

受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視

及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計

監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第１３１条各号に掲げる事項）を「監査に

関する品質管理基準」（平成１７年１０月２８日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を

求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る連結計算書類について検討いたしました。 

 

２. 監査の結果 

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

 

　　　　平成２３年５月１１日　 

 

　　　　 

連結計算書類に係る監査役会の監査報告書　謄本 
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会計監査人の監査報告書　謄本 

当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、西日本旅客鉄道株式会社の平成２２年４月１日から平成２３年

３月３１日までの第２４期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表

並びにその附属明細書について監査を行った。この計算書類及びその附属明細書の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査

を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以　　上 

平成２３年５月９日 

西日本旅客鉄道株式会社 

取 締 役 会 　 御 中 

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員 

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員 

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員 

公認会計士　松　村　　　豊 印 ○ 

公認会計士　柴　田　芳　宏 印 ○ 

公認会計士　小　西　幹　男 印 ○ 

独  立  監  査  人  の  監  査  報  告  書 
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監 査 報 告 書 

当監査役会は、平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの第２４期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成

した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。 

１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 

監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けました。 

各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計画等に従い、取締役、内部監査部門その他の

使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び

使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所

において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第１００条第１項及び第３項に定める体制の整備に関

する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）の状況を監視及び検証いたしました。子会社

については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、子会社に対し事業の報告を求め、必要に応じて業務及び

財産の状況を調査いたしました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。 

さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその

職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを

確保するための体制」（会社計算規則第１３１条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成１７年１０月２８日企業会計

審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類

（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。 

２. 監査の結果 

（１）事業報告等の監査結果 

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。 

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。 

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する取締役

の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。 

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果 

　　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

　　　　　　平成２３年５月１１日　 

監査役会の監査報告書　謄本 

 
社外監査役 宇　野　郁　夫 印 ○ 

西日本旅客鉄道株式会社　監査役会 
常勤監査役 小　出　　　昇 印 ○ 
常勤監査役（社外監査役） 岩　崎　　　勉 印 ○ 
社外監査役 吉　田　和　男 印 ○ 

以　上 
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「 安 全 基 本 計 画 」

「安全基本計画」は、平成１９年６月に航空・鉄道事故調査委員会の調査報告書が示されたことを契機とし、策定に着手い

たしました。 

本計画は、平成１９年９月に安全に関する専門家で構成する「安全推進有識者会議」を設置し、今後の安全性向上策の方

向性についてのご提言をいただき、これらを踏まえ平成２０年４月に当社が策定したものです。 

これまでの安全性向上の取り組みに加えて、以下に掲げる取り組みを通じて、より高い安全を追求し、「お客様の死傷事故

ゼロ、社員の重大労災ゼロへ向けた体制の構築」を達成すべく本計画の推進に全力で取り組んでいます。 

Ａ リスクアセスメント 
　 
 

Ｂ 事故の概念の見直し　 

事故から学ぶ教育の効果向上 
 
 
 
 

Ａ 安全を支える技術の向上 
 

Ｂ 安全を支えるコミュニケーションの改善 
 
 
 

Ｃ ヒューマンファクターに基づく安全性の向上 
 
 
 
 

Ｄ 安全を支える現場力の向上 
 
 

Ｅ 安全をともに築き上げるグループ会社等と
の一体的な連携 

 

Ｆ 事業を支える人材の確保と育成 

Ｇ 安全をともに築き上げるための社会、 
お客様との連携 
 

安全投資 

 

・「多面的分析手法」による対策の実行 
・すべての職場におけるリスクの見積もり 
・計画に対する事前評価 

・事故概念の見直し趣旨の周知と浸透 

・「安全憲章」の具現化に向けた取り組み 
・福知山線列車事故を重く受け止め、決して忘れない
取り組みの実施 
・それぞれの職場に関係する、重大事故を忘れず、安全
な業務遂行に活かすための工夫と実行 

・社員、組織の技術力向上 
・鉄道システムの安全性・信頼性向上 

・業務運営を支えるコミュニケーションの確立 
・安全風土の前提となる報告文化の形成 
・チームワークの形成 
・トップと現場の双方向コミュニケーション 

・安全研究所の研究成果の活用 
・運転係員の資質管理の充実 
・ミスの連鎖を排除する仕組みの構築 
・社員の安全教育の充実 
・安全にかかわる人材の育成 

・職場における自主改善の取り組み 
・業務改善活動の活発化 
・上司と部下の信頼関係の醸成 

・グループ会社のミッションの明確化 
・グループ会社の専門技術の向上 
・人材確保・育成と機械化・省力化の推進 

 

・地域社会、行政との共生 
・お客様への協力依頼 
・情報の開示 

・「安全性向上計画」等における計画 
・調査報告書における主な指摘事項 
・新たに着手する計画の主な施策等 

項　　　　目 細　　　　目 

１．リスクアセスメントに
基づく安全マネジメント
の確立

２．事故から学ぶ教育の
効果向上

　　　

３．安全基盤の形成

４．安全投資

〈ご参考〉 
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安全を最優先する企業風土の構築に向けて、当社の目指すべき姿、全社員が共有すべき価値観等を示した「企業理念」を制定し、

平成１８年４月１日から施行しております。あわせて、最大の使命である安全の確保に向けて、社員一人ひとりが具体的に行動を起こ

せるよう、安全に関する具体的行動指針として「安全憲章」についても大幅な見直しを行いました。今後も引き続き、この「企業理念」

「安全憲章」の具現化を図り、安全性向上、信頼回復に全力で取り組んでまいります。 

JR 西 日 本 企 業 理 念 

１．　私たちは、お客様のかけがえのない尊い命を

お預かりしている責任を自覚し、安全第一を

積み重ね、お客様から安心、信頼していただける

鉄道を築き上げます。 

２．　私たちは、鉄道事業を核に、お客様の暮らしを

サポートし、将来にわたり持続的な発展を図る

ことにより、お客様、株主、社員とその家族の

期待に応えます。 

３．　私たちは、お客様との出会いを大切にし、お客様の

視点で考え、お客様に満足いただける快適な

サービスを提供します。 

４．　私たちは、グループ会社とともに、日々の研鑽

により技術・技能を高め、常に品質の向上を

図ります。 

５．　私たちは、相互に理解を深めるとともに、

一人ひとりを尊重し、働きがいと誇りの持てる

企業づくりを進めます。 

６．　私たちは、法令の精神に則り、誠実かつ公正に

行動するとともに、企業倫理の向上に努める

ことにより、地域、社会から信頼される企業と

なることを目指します。 

安 全 憲 章 

　私たちは、２００５年４月２５日に発生させた

列車事故を決して忘れず、お客様のかけがえの

ない尊い命をお預かりしている責任を自覚し、

安全の確保こそ最大の使命であるとの決意の

もと、安全憲章を定めます。 

１．　安全の確保は、規程の理解と遵守、執務の厳正

および技術・技能の向上にはじまり、不断の努力

によって築きあげられる。 

２．　安全の確保に最も大切な行動は、基本動作の

実行、確認の励行および連絡の徹底である。 

３．　安全の確保のためには、組織や職責をこえて

一致協力しなければならない。 

４．　判断に迷ったときは、最も安全と認められる

行動をとらなければならない。 

５．　事故が発生した場合には、併発事故の阻止と

お客様の救護がすべてに優先する。 

「 企 業 理 念 」・「 安 全 憲 章 」
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お客様　及び　取引先

J R 西 日 本 グ ル ー プ の 概 要
（平成２３年３月３１日現在） 

〈鉄道事業〉
・ 嵯峨野観光鉄道㈱ 
・ 関西高速鉄道㈱※ 
・ 大阪外環状鉄道㈱※ 

〈旅客自動車運送事業〉
・ 中国ジェイアールバス㈱ 
・ 西日本ジェイアールバス㈱ 

〈船舶事業〉 
・ ＪＲ西日本宮島フェリー㈱ 
 

　当社グループは、当社、子会社１４５社及び関連会社２２社で構成され、その営んでいる主要な事業

及び企業集団の概要図は、次のとおりであります。 

〈ホテル業〉 
・ ㈱ジェイアール西日本ホテル開発 
・ ㈱ホテルグランヴィア広島 
・ ㈱ホテルグランヴィア大阪 
・ ㈱ホテルグランヴィア岡山 
・ 和歌山ターミナルビル㈱ 
・ 三宮ターミナルビル㈱ 
・ 倉敷ステーション開発㈱ 

〈旅行業〉 
・ ㈱日本旅行　 

〈貸自動車業〉
・ ＪＲ西日本レンタカー＆リース㈱ 

〈広告業〉 
・ ㈱ジェイアール西日本コミュニケーションズ 

〈車両等設備工事業〉
・ ㈱ジェイアール西日本テクノス 
・ ㈱JR西日本テクシア 
・ ㈱ジェイアール西日本新幹線テクノス 

〈電気工事業〉
・ 西日本電気テック㈱ 
・ 西日本電気システム㈱ 

〈土木・建築等コンサルタント業〉
・ ジェイアール西日本コンサルタンツ㈱ 

〈清掃整備事業〉
・ ㈱ジェイアール西日本メンテック 
・ ㈱ジェイアール西日本広島メンテック 
・ ㈱ジェイアール西日本金沢メンテック 
・ ㈱ジェイアール西日本福岡メンテック 
・ ㈱ジェイアール西日本岡山メンテック 
・ ㈱ジェイアール西日本福知山メンテック 
・ ㈱ジェイアール西日本米子メンテック 

〈情報サービス業〉
・ ㈱JR西日本ITソリューションズ 
・ 鉄道情報システム㈱※ 

〈建設事業〉
・ ㈱レールテック 
・ 大鉄工業㈱※ 
・ 広成建設㈱※ 

〈その他〉
・ ㈱ジェイアール西日本リネン 
・ ㈱ジェイアール西日本総合ビルサービス 
・ ㈱ジェイアール西日本マルニックス 
・ JR西日本フィナンシャルマネジメント㈱ 
・ ㈱ＪＲ西日本カスタマーリレーションズ 
・ ㈱ジェイアール西日本交通サービス 
・ JR西日本ゴルフ㈱ 
・ ㈱ジェイアール西日本ウェルネット 

そ　の　他

不 動 産 業

〈不動産販売・賃貸業〉
・ 京都駅ビル開発㈱ 
・ 大阪ターミナルビル㈱ 
・ ジェイアール西日本不動産開発㈱ 
・ ㈱ジェイアール西日本福岡開発 

〈ショッピングセンター運営業〉
・ 天王寺ターミナルビル㈱ 
・ 京都ステーションセンター㈱ 
・ 富山ターミナルビル㈱ 
・ ㈱ジェイアール西日本クリエイト 

・ 山陽ＳＣ開発㈱ 
・ 金沢ターミナル開発㈱ 
・ ㈱天王寺ステーションビルディング 
・ 山陰ステーション開発㈱ 
・ 神戸SC開発㈱ 
・ 中国SC開発㈱ 
・ ㈱和歌山ステーションビルディング 
・ ㈱新大阪ステーションストア 
・ 大阪ステーション開発㈱ 
・ ㈱京都駅観光デパート 
 

〈百貨店業〉
・ ㈱ジェイアール西日本伊勢丹 

〈物販・飲食業〉
・ ㈱ジェイアール西日本デイリーサービスネット 
・ ㈱ジェイアール西日本フードサービスネット 
・ ㈱ジェイアールサービスネット広島 
・ ㈱ジェイアールサービスネット岡山 

・ ㈱ジェイアールサービスネット金沢 
・ ㈱ジェイアールサービスネット米子 
・ ㈱ジェイアールサービスネット福岡 
・ ㈱ジェイアール西日本ファッショングッズ 

〈各種物品等卸売業〉
・ ジェイアール西日本商事㈱ 

流　通　業

西日本旅客鉄道㈱

（注） ※は、持分法適用関連会社を示しております。 

運　輸　業
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お買物 

１株ごとに３枚 

１株ごとに３枚 

４５枚 

６０枚 

７５枚 

ご所有株式数 

  １株～  １０株 

 １１株～１００株 

１０１株～１９９株 

２００株～　　  

宿泊優待券 

１株ごとに１枚 

１５枚 

２０枚 

２５枚 

レストラン優待券 

１株ごとに２枚 

３０枚 

４０枚 

５０枚 

ご所有株式数 

  １株～  １０株 

 １１株～１００株 

１０１株～１９９株 

２００株～　　  

　　　　　鉄道優待券 

１株ごとに１枚 

１０枚＋ １０株超過分２株ごとに１枚 

５５枚＋１００株超過分３株ごとに１枚 

１００枚 

ご所有株式数 

  １株～   ４株 

  ５株～  １０株 

 １１株～１００株 

１０１株～１９９株 

２００株～　　  

レストラン・喫茶、美容室 

３枚 

６枚 

６枚 

６枚 

６枚 

写真室、貸衣装 

１枚 

２枚 

２枚 

２枚 

２枚 

駐車場 

６枚 

１２枚 

１２枚 

１２枚 

１２枚 

ご所有株式数 

  １株～  １０株 

 １１株～１００株 

１０１株～１９９株 

２００株～　　  

宿泊優待券 

１株ごとに１枚 

１５枚 

２０枚 

２５枚 

株主優待制度

○鉄道優待割引 
１．送付枚数 
 
 
 

２．割引率 
・優待券１枚のご使用で５０%割引 
※２枚以上の同時使用はできません。 

３．割引対象のきっぷ 
・運賃……片道乗車券 
・料金……特急券、急行券、グリーン券及び指定席券 
・1 枚の優待券で運賃と料金ともに割引となります。 

４．割引対象の区間 
・当社の営業路線内相互発着となる乗車区間とします。 

５．取扱箇所 
・当社の駅とします。 
※当社係員がいない駅など、一部お取扱いできない駅が
あります。 

○JR西日本ホテルズ優待割引 
１．送付枚数 
 
 
 

２．割引率 
・宿 泊 優 待……１泊１室の基本室料を３０％割引 
・レストラン優待……５名様までのご飲食料金を１０％割引 
※一部ご利用いただけないレストランがあります。 

３．対象となるホテル 
・ホテルグランヴィア京都、ホテルグランヴィア大阪、ホテル
グランヴィア和歌山、ホテルグランヴィア岡山、ホテルグラン
ヴィア広島、奈良ホテル、三宮ターミナルホテル、ホテル
「ホップイン」アミング 

 

○ヴィアイン優待割引 
１．送付枚数 
 
 
 

２．割引率 
・１泊１室の基本室料を２０％割引 

３．対象となるホテル 
・ヴィアイン東京大井町、ヴィアイン秋葉原、ヴィアイン金沢、ヴィア
イン京都四条室町、ヴィアイン新大阪、ヴィアイン新大阪ウエスト、
ヴィアイン心斎橋、ヴィアイン姫路、ヴィアイン広島、ヴィアイン下関 

○ジェイアール京都伊勢丹・JR大阪三越伊勢丹優待割引 
１．送付枚数 
 
 
 
 

２．割引率 
・お買物、レストラン・喫茶、美容室、写真室、貸衣装の各
優待…１０％割引  

・駐車場優待…お買物による無料駐車サービス（通常２時間）
を１時間延長 

３．対象となる店舗 
・ジェイアール京都伊勢丹、JR大阪三越伊勢丹（その他の
店舗及び「スバコ・ジェイアール京都伊勢丹」ではご利用
できません） 

○日本旅行優待割引 
１．送付枚数　一律１枚 
２．割引率（１枚で２名様までご利用可能） 
・国内旅行商品「赤い風船」５％割引 
・海外旅行商品「マッハ」５％割引、「ベストエクセレント」３％
割引、「ベスト」３％割引 

３．対象となる店舗 
・日本旅行の直営店舗（一部店舗を除く） 
 

　毎年３月３１日の最終の株主名簿に記載された株主の皆様に対し、毎年５月下旬に以下のような「株主優待割引券」（以下「優待

券」という。）をご送付いたします。 

熊
本
・ 

鹿
児
島
中
央
方
面 

博
多
南
線 

 

※平成２３年７月１日付をもって、１株を１００株に分割するとともに、１単元の株式の数を１００株とする単元株制度を採用する予定です。 
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京 阪 神エリア

第24回定時株主総会招集通知_出  11.5.24 4:23 PM  ページ 38



※この冊子は古紙配合率１００％再生紙と環境にやさしい 
　植物油インキを使用しています。 

当社へのお問い合わせは… 
西日本旅客鉄道株式会社総務部（株主センター） 
TEL（０６）６３７６-６０６０ 
ホームページ　http://www.westjr.co.jp　 

 

株主メモ

事　業　年　度 毎年４月１日から翌年３月３１日まで 
定時株主総会 毎年６月 
基　　準　　日 毎年３月３１日 
 そのほか必要があるときは、あらか 

 じめ公告して定めた日 

株 主 確 定 日 期末配当金　毎年３月３１日 
 中間配当金　毎年９月３０日 

公　告　方　法  電子公告 
 ただし、事故その他やむを得ない事由 

 によって電子公告による公告をするこ 

 とができない場合は、日本経済新聞に 

 掲載する方法により行います。 

　 インターネット http : //www.westjr.co.jp/company/ 
 　ホームページURL  ir/koukoku/index.html 

株主名簿管理人  
及び特別口座の 住友信託銀行株式会社 
口座管理機関 
株主名簿管理人  大阪市中央区北浜四丁目５番３３号 
事務取扱場所 住友信託銀行株式会社　証券代行部 
   （郵便物送付先） 〒１８３－８７０１ 
 東京都府中市日鋼町１番１０ 

 住友信託銀行株式会社　証券代行部 

  （電話照会先） 　  ０１２０－１７６－４１７ 
　 インターネット http：//www.sumitomotrust.co.jp/ 
 　ホームページURL  STA/retail/service/daiko/index.html

■株式に関する住所変更等のご照会及びお届出について
株式に関するお手続（届出住所、姓名等の変更、配当金の振込方法、振込先の

変更等）のご照会及びお届出につきましては、証券会社での口座開設の有無に
応じて、以下のいずれかの窓口にご連絡下さい。 
〈証券会社で口座開設されている株主様〉 
　当該証券会社にご連絡下さい。 
〈証券会社で口座を開設されていない株主様〉 
　住友信託銀行にご連絡下さい。（下記もご参照下さい。） 

■特別口座について
株券電子化の施行日（平成２１年１月５日）前に「ほふり」（株式会社証券保管

振替機構）を利用されていなかった株主様のご所有株式は、住友信託銀行に開設
された口座（特別口座）に記録されております。特別口座の詳細につきましては、
上記の住友信託銀行の電話照会先にお問い合せ下さい。 
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